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第１章　序論
1.1 背景
　森林から木材等の資源を搬出し、安定的で効率的な
木材生産を行うだけでなく、国土保全や水源涵養機能、
地球温暖化防止機能等の公益的機能を維持する観点か
らも、森林整備が必要である。なかでも、木材の生産
コストの低減、労働力の減少と高齢化や多様な森林施
業の促進のために機械化は必須であり、平成 21 年に
策定された、森林・林業再生プランにおいても、機械
導入のための路網整備の徹底が必要とされている（林
野庁 2010a）。さらに、森林・林業再生プラン推進本
部に設置された、路網作業システム委員会において、
木材生産活動における路網整備の重要性をより認識し
やすくし、路網整備を加速化するために、これまで使
用していた道の区分（図− 1.1）を変更することを提
言している（図− 1.2）。

　路網を「車道」と、主として林業用の機械が走行す
る「森林作業道」に区分し、さらに「車道」を一般の
車両の走行を予定して開設する「林道」と森林施業専
用の車両の走行を予定して開設する「林業専用道」に
区分する（林野庁 2010b）。ただし、本研究において
は林道についてはこれまでどおり林道とし、作業道を
基幹作業道、作業路を支線作業道と定義する。
　また、地形傾斜・作業システムに対応する路網整
備水準の目安として表− 1.1 の値が提示され、このプ
ランでは今後 10 年間で、低コスト作業システムの構
築を行うため、車両系集材システムでは 100m/ha 以
上、架線系作業システムでは 30 ～ 50m/ha ほどの路網
密度を目標とした路網整備を目標としている（林野庁 

2010c）。このように、国内の木材産業が衰退傾向にあ
る中、木材生産を推進するための効率的な基盤路網整
備計画を立案することの重要性が高まっている。

　基盤路網整備計画（林道計画）の流れを図− 1.3 に
示す（小林ら 2002）。基盤路網整備計画を立案するに
当たって、まず行うことは目標とする路網密度の算出
である。単純な矩形モデルで想定すると、路網密度と
平均到達距離は以下の関係となる。
　D＝ 2,500/St
　D：路網密度（m/ha）St：平均到達距離（ｍ）
を想定し、実際の林内で生じる迂回を、迂回係数 1.5
として距離基準方式を用いて算出し、この値を南方ら

（1985）が提案した低規格林道を考慮した複合路網密
度理論（コストミニマム方式）を用いて検証している

（林業土木コンサルタンツ 2007）。
　次に行う路網配置では、路線の規格と開設順位を決
定する必要がある。路線の規格は規模や用途によっ
て、林道・作業道・作業路に分類される。前述の路網
作業システム委員会においても、傾斜・作業システム
ごと必要となる路線の規格を提示しており、これまで
も澤口 (1996) による研究で、利用区域面積に応じた
路網の規格は、0ha ＜作業路≦ 21ha、21ha ＜作業林
道≦ 636ha、636ha ＜林道 2 級≦ 3,123ha、林道 1 級＞
3,123ha とされており、利用地域度ごとに適切に路線
を配置していく必要がある。
　最後に路線選定は図上での予測・現地踏査・測量を
行い、各図面を作成、土量・費用等を算出しながら、
複数の路線の中で適切な路線形を決定する。
　そして、基盤路網整備計画（林道計画）が終了した
ら、その計画に基づき林道設計、また、実際に作業す
る場合に必要となる作業道・路計画、設計に移る。た
だし、最適林道密度の算出は南方（1977）、南方ら（1985）
により、路網配置、路線選定手法は小林（1983）によ

図－ 1.1　これまでの路網の役割と配置のイメージ（林野庁 2010a）
図－ 1.3　路網整備計画立案の流れ（小林ら 2002）

図－ 1.2　これからの路網の役割と配置のイメージ（林野庁 2010b）

表—1.1　地形傾斜・作業システムに対応する路網整備水準の目安（林野庁 2010c）
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り確立され、林野庁などの計画で利用されているのに
対して、林道設計、作業道路網配置計画に関しては、
神崎（1974）、酒井（1981、1982、1986）など様々な
研究が行われ、林道の概略設計に用いられているもの
の、これらの作業に必要となる詳細な地形データが存
在していないことから、現在、林道・作業道路網の配
置計画の立案は踏査結果などを元に森林基本図などの
図面上で検討されている（図− 1.4）。

　林道設計に関しては地図上での路線選定、踏査、ハ
ンドレベルを用いた路線選定、平面・縦断・横断測量
およびこれら設計図面の作成、数量計算、コスト計算
と非常に多くの労力を必要とし、最良の林道を設計す
るためには長年の経験が必要になる。特に、開設費
用、安定性、集運材効率等を考慮し、複数の開設候補
路線の比較を行う代案の作成には、多くの労力を必要
とする。作業道設計に関しては林道設計と同様な手順
を踏む場合とともに地形図上のみで行われることも多
いが、地図から得られる、等高線などの地形情報では
作業道設計を進める上で必要な精度が得られず、現場
では作業道施工事時に細部計画の見直し、代案の作成
を行いながら開設を進めてきた。また、効率的な林業
を展開するには林道・作業道設計の省力化だけでなく、
低コストで耐久性の高い作業路網と高性能林業機械を
組み合わせた、低コスト作業体系の構築も必要となっ
てくる。なかでも、作業道路網の配置は作業者の経験
に依るところが大きく、実際に配置を行う際には、林
分条件、地形条件、作業方法等様々な条件を考慮した
上で、路網を配置し、開設順位を決定する必要がある。
　これらの状況から、今後路網整備を推進していくに
あたり、作業者に大きな負担となっていた現地踏査等
の労力を減らし、経験の浅い作業者でも、効率的な作
業道配置を行う指針となる、地形再現性の高い情報を
用いた、自動設計手法の開発を行い、路線設計・配置
の支援を行っていく必要性が高まってきている。

1.2 既往の研究
　従来から、様々な条件を考慮しながら基盤路網整備
計画を適切に行うため、各段階において指標となる値
や、支援手法が研究されており、路線開設量の指標と
なる路網密度、施業効率や生産性を考慮した適性配置
とその評価指標に関する研究が中心となってきた。路
網密度の理論的展開は、開設費と集材費の合計を最少
とする、マチュース理論（Matthews 1942）から始ま

り、我が国へ急峻な地形に適応を検討した Kamiizaka

（1963、1966）、Kato（1967）らによる研究がなされ、
限界林道度提唱（Minamikata 1967）から歩行費用を
含んだ林道路網密度理論（南方 1977）、低規格林道を
考慮した複合路網密度理論（南方ら 1985）と発展し
ており、理論的には 1980 年代にほぼ完成した。その
後も、木材輸送能力に着目した飽和密度（酒井 1987）
や、高性能林業機械の導入を念頭に置いた、作業機械
出力をパラメータとした路網密度決定方法（田坂ら
2002）など、各条件において適性路網密度が研究され
てきており、路網密度の指標が把握可能となっている。
　これらの研究では、主に林地を矩形モデルとして想
定しているが、実際にはそのような林地は存在せず、
山岳林では地形による路網・集材の迂回が生じる（図
− 1.5）、また、対象となる森林の形状も不整形なもの
であるため、Segebaden（1964）によって路網密度修
正係数（V-corr）、林内迂回修正係数（T-corr）が提唱
されている（図− 1.6）。急峻な日本の森林に適応する
ため様々な路網密度修正係数（V-corr）が検討されて
おり（掘ら 1971、神崎ら 1990、小林ら 1991）おおむ
ね 1.5 ～ 2.0 程度の値となる報告がなされている。こ
れらによって算出された適性路網密度を目標とした路
網配置を検討していくが、図− 1.1、1.2 でも示されて
いるとおり、路線の役割ごとに適性に配置する必要が
ある。
　また、配置された林内作業における路網の可否を判
断する指標としては、堀（1971、1987）による林内到
達距離の分布を評価する手法や、酒井ら（1990）によ
る格子点法による到達距離の推定法、石川ら（1995）

図− 1.4　森林基本図に基づく路網配置の例（鹿沼市私有林）

図—1.5　路網・集材迂回の概念

図− 1.6　修正係数の概念

LiDARデータを用いた林道設計と作業道配置支援手法の開発
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の地理的最適手法を用いた路網評価方法などが挙げら
れる。近年では、路網を林内作業の効率化のみで評
価するのではなく、地域の基盤として路線の接続等の
ネットワークを評価する研究も行われている（吉村ら
1997、松本ら 2000、中澤ら 2007）。
　路網計画の立案を適正化し、路線開設の優先順位を
する決定する研究として、山岳林における高規格な林
道網配置方法（酒井 1982、1983、小林 1983）から低
規格林道を含む複合路網（小林 1991、酒井 1987、澤
口 1996）、さらに低規格な作業路を含むトラクタ集材
路網（井上 1989）などが検討されてきている。また、
既知の点を接続する際の評価値を最適化する方法とし
て、線形モデルを用いた収穫予測を用いて開設順位を
決定する手法（南雲ら 1983）、路線勾配の適正化を行
う方法（酒井 1986）などが検討されてきた。
　これまでの研究では、必要となる路網密度や配置後
の評価は可能となるが、配置計画を立案する具体的な
形にはならず、配置計画を適正化する手法も、デー
タや計算機の制限、高規格林道を中心とした森林基
盤整備が推進されていた背景もあり、市町村や大流
域を対象とした研究・解析が中心であった。海外に
おいては、Dahlin et al.(1992)、 Chung et al.(2001) など
が 10ha~100ha 程の範囲で配置計画を検討しているが、
この中で計画した範囲より大きな範囲での路網配置の
最適化とは繋がらないことを示している。両者の立場
は異なるものの、大流域での路網配置と、小規模な路
網配置は異なったアプローチで検討が必要であること
を示唆している。そのため、現在必要とされている、
林班・小班レベルでの具体的な路網の配置や、実際の
配置計画を立案する際の手法を開発する必要がある。
　各路線の設計を支援し、効率的な路線線形設計手法
ついての研究は、数値地形情報の発展・普及と共にデ
ジタルデータを用いた自動化手法を中心として発展し
てきた。神崎（1973）はダイナミック・プログラミン
グを用いた適正な路線設計手法の検討を行った。具
体的には、路線通過点が決定されている林道におい
て、費用・土工量・勾配に関する評価関数を定め、開
設区間毎に、制限勾配内で最適な評価関数値を取る縦
断勾配決定手法を提案した。この手法では、勾配変化
点をあらかじめ指定しなければならない点や、勾配線
の探索が通過線上に限られる点などが課題として残さ
れた。また、神崎（1974）では、地図上にフリーハン
ドで描画した情報をもとに、電子計算機上で車両通行
を行う際に無理のない運転操作が可能である林道線形
を求める方法として、路面勾配等の各評価関数を最
小化する路線設計手法を提案している。北川（1972）
は、電子計算機上で林道の予備設計の自動化を行う手
法として、二点間を均一な縦断勾配で結ぶ最短経路の
探索を行っている。平賀（1972）は、伐区形状のパタ
ーンから、集材路網配置の適正化を検討している。酒
井（1981）は数値地形図を用いた、設計路線の土工量
推定と、地形区分による路線の開設難易を判断する方
法を開発し、さらに酒井（1982、1983）では、端点除
去法で到達林分を減らすことなく、効果的な配置を行
う手法を考案し、集材距離、林道開設距離等のパラメ

ータを指標とした配置の最適化手法を検討しており、
これらの研究によって林道設計に数値地形図を適応す
ることの有用性が示されてきた。小林（1983）は計算
機による路線配置自動に関する研究を行った。この中
で、切土量、盛土量を平均化し、土工量を削減するた
めの手法として、切土・盛土断面は切土高の自乗に比
例するとの仮定に立ち、各点の切土・盛土高の自乗和
を最小化する三次回帰式を用いて線形を決定した。研
究自体は、大域的な路網配置が中心となるため、細
部路線設計手法としての応用範囲は限られるが、こ
の研究によって林道設計全般における計算機を用い
た自動設計の実用化の可能性が示された。また、国
外では Reutebuch（1988）が DEM を用いたコンピュ
ータ上での設計を行い、Liu et al.(1993) が二点間にお
いての、開設費用・メンテナンス費・運搬コスト等を
考慮した路線設計や Dean（1997）の収穫量がある林
地へのアクセスを考慮した、路網を設計する “branch 

evaluation” というヒューリスティックな手法の開発を
行うなど、発展が見られた。
　配置計画では各路線の細かな線形を考慮せずに行う
ことが多いが、より詳細な設計を行う方法として、市
原（1985）は捨土量、計画高、縦断勾配による制約条
件つきの最小二乗法を適用し、土工量を最小とする縦
断線形を求める手法の効果を示し、田坂ら（1996）は
土工量を抑え、地形に順応した路線決定方法として 3
次式スプラインを用いた曲線補間法による路線設計方
法を提案している。しかし、これまでの研究において
は、計算機の処理的な制約や、地形情報の解像度等が
問題となり、具体的な林道設計を検討するというより
は、概略設計や路線の配置計画が研究の中心であった。
また近年では、Aruga et al.（2005）では、環境負荷低
減のための林道開設手法として高精度 DEM とスプラ
イン関数を用いた林道設計手法の検討を行っている。
ただし、この研究では設計した路線の現地での検証は
行っていない。
　一方、これらの研究に用いられている数値地図情報
についても、各分野において研究が進められている。
国内での数値地図情報は電子計算機の進歩に伴い昭和
49 年度より国土地理院と旧国土庁が、国土情報の数
値化の整備を始めており、村井ら（1974、1978）、松
崎ら（1976）、福田（1974）によって地形情報の数値
化手法や地形解析方法が検討されている。森林工学分
野では、後藤ら（1982、1983）が点格子状のデータ出
入力と傾斜分布図を用いた、森林施業と路線計画につ
いて検討している。芝（1986）は山岳地域の地形特性
を、地形周波数解析を利用した手法により計量化を検
討し、堀ら（1989）は林道設計対象地の地形形状の計
測方法を検討しており、各研究に適応されてきた。特
に北川（1991）によって、山岳地域地形解析システム
の構築には、格子状の数値地形モデルの適応が効果的
であることが示されている。
　しかし、数値地形図の有用性は高いものであるが、
多くの研究の中で地形図や航空写真の情報から作成す
る数値地形情報の解像度が低く、山岳地域において複
雑な地形の再現性等が課題とされていた。このような
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状況を踏まえ、近年高精度ＧＰＳ受信機や慣性航法装
置を用いた、航空機搭載レーザースキャナによる測量
技術が発達してきた（Flood et al.1997、Naeseet 1997）。
航空機 LiDAR と呼ばれる、これらのシステムを用い
た測量方法によって、従来に比べ高い解像度の三次元
情報が取得可能となり、森林地域での計測に導入され
始めている（村上ら 1997、長谷川 1999）。これまで、
森林を対象としたものでは森林の資源量把握（大政ら
2000、洲濱 2001）や、地すべり予測、土砂流出量の
推定（浅野 2001、松岡ら 2009）等に利用されている。
森林工学分野では、LiDAR データの入手が容易な国
外では、Coulter et al.（2001）、Christopher（2006）や
Russell et al.（2010）によって路線設計、路網配置に
活用されているが、国内では有賀ら（2004）や Saito 

et al.（2008）などによって林道設計に適応され始めて
はいるものの、高解像度地形情報の活用が進んでいな
い。

1.3 本研究の目的と構成
　本研究では、これまでの数値地形図では地形の再現
が低く実用化が困難であった、林道設計支援手法を、
森林域の詳細な地形を把握可能な航空機 LiDAR デー
タを用いて改善し、開設コスト、安全性等を考慮した、
林道設計・作業道配置支援手法の開発を行う。林道設
計では、通常の道路設計と異なり開設コストの制約が
大きく、開設コストを低く抑えるための工夫として、
構造物を少なくするための路線開設位置、土工量を最
小化する線形の採用などの手法が必要になる。このた
め、コンピュータ上で自動設計を行う際には、詳細な
地形情報が不可欠となる。
　そこで、第二章では従来使用されてきた DTM に
比べ、詳細な地形形状を把握できるとされている、
LiDAR データを林道設計に適応した際の有効性につ
いて検討した。宇都宮大学農学部附属船生演習林で開
設された林道を対象に、LiDAR 計測によって作成さ
れた DTM と従来から用いられている地形図から作成
した DTM で、林道開設時における土工量を推定し、
代替路線の設計手法の検討を行った。
　第三章では LiDAR データの地表面推定手法につい
て検討した。LiDAR データの地形再現性は高いもの
であるが、開空部に比べ、林内の誤差が増大するなど
の欠点をもつため、地表面上にある樹木等のノイズを
フィルタリングする必要がある。しかし、これまでの
LiDAR 計測は、都市部を対象としたものが多く（政
春 2006）、フィルタリング手法を森林域に適応すると
小規模な尾根や沢、路肩等の微地形の再現性に問題が
あるため、森林域を対象としたフィルタリング手法の
開発を行い、地形の再現性の向上を図った。
　第四章では、3 次式スプラインとダイナミック・プ
ログラミングを用い、林道開設費用を抑えた自動設計
手法の検討を行った。林道の線形は地形に順応しなが
ら、開設費用を抑え、路線全体での土工量のバランス
をとることが望ましい。そこで、任意に設定した始点
から終点間において、自動的に通過候補点を決定し、
3 次式スプラインで点間を補間しながら、最小の開設

費用となる線形を選択する方法を開発し、船生演習林
の林道延長区間を対象として設計を行った。
　実際に林道を開設する際には、林道設計技術者は開
設費用のみでなく、林道の耐久性・維持管理費用等を
考慮した設計を行っている。そこで第五章では、斜面
の崩壊危険性を考慮した林道設計手法を検討した。無
限長斜面安定解析式を用いて、演習林内の崩壊危険分
布図を作成し、危険範囲を林道が通過する際に修復費
用を見込んでの開設費用を算出する手法を開発した。
　これまでの章では、林道もしくは基幹作業道の設計
を主に検討していた。効率的な基盤路網整備を行う際
には、基幹道から伸びる、支線作業道の配置も重要と
なる。そこで第六章では、林分条件、地形条件、経営
計画を考慮した、作業道配置支援プログラムの開発を
行った。
　作業道の配置は林況や集材システムに即して、開設
順位、路網密度等を決定する必要があるが、林況が
記載されている森林簿は、現状から乖離している場
合も多く見られ ( 露木 1998)、配置計画検討の際にあ
まり有効ではない。そこで、これまで利用してきた
LiDAR データから標高・傾斜などの地形情報だけで
なく、各小班の植栽密度・樹高・単木位置などの林分
条件を把握できる点を生かし、現在の林況を高精度に
把握し、作業道配置に利用する手法を検討した。これ
らの検討の結果、基幹林道設計から作業道路網配置ま
での、路線整備計画支援手法の開発を試みた。
　以上の検討を踏まえ、第 7 章では総括を行った。

第２章　林道設計への LiDAR データの適応性の検討
2.1　目的
　森林内路網配置を検討するうえで、複数の開設候補
路線の比較を行うための代案作成には、多くの労力を
必要とした。これを改善するため今日までデジタル地
形モデル（DTM）や GPS を用いた、林道設計の負担
を軽減するため様々な林道設計支援方法が開発されて
きた。しかし、これら手法では解像度が 50 ｍや 10 ｍ
程度となり、地形の再現性が低いことから、土工量推
定に誤差が生じるなどの欠点があり、実際の設計には
適応困難であった。本章では以上の点を改善するこ
とを目的として微的地形の測定精度が高いとされる
LiDAR データを用いた、代案林道設計手法の開発を
行った。

2.2　LiDAR データの概要
2.2.1　LiDAR とは
　LiDAR とは Light Detection And Ranging の略称であ
り一般的には光波計測を指す。レーダが計測にマイク
ロ波を用いるのに対し、LiDAR では直進性の高いレ
ーザ光線を用いており、測定点から求対象点までの距
離や対象物の反射強度を取得可能なセンサである。ス
ポットを固定した点で計測の場合は、2 点間の距離変
化を求めることができる。三次元計測用のレーザ測距
装置には、面的にデータを得るためミラーを一軸また
は多軸式で回転させるものと、光ファイバーを扇形に
セットしてスキャンするタイプがある。具体的測定装
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置としては、地上に設置して横方向から形状を測定す
る地上レーザスキャナや、航空機に搭載して直下の形
状を測定する空中レーザ計測装置、海面と海底を測定
するレーザ測深装置などがある（加藤 2004）。
　国内では航空測量に使用可能な装備が備わっている
場合は、航空レーザ測量システムと称するが、他にも
空中レーザ計測装置、航空レーザ計測装置、レーザス
キャナ、レーザプロファイラなどの異なる名称を持つ。
正式な名称としては、Airborne Scanning LIDAR が妥
当と思われるが、海外では単に LiDAR と表記するこ
とが一般的である。本論では船生演習林において航空
レーザ測量システムで計測したデータを LiDAR デー
タと称する。

2.2.2　LiDAR の測定方法
　LiDAR システムは、移動体プラットフォーム搭載
のレーザスキャニングシステム、姿勢計測装置、空
中 GPS 局の機器から構成され、対象面に向けて発射
されるレーザと、地面や樹木などの反射面から戻って
くる反射パルスとの時間差を測定する。航空機の姿
勢とレーザを発射した正確な位置は、空中 GPS 局と
地上 GPS 局となる既知点（電子基準点等）を使用し
た GPS 測定や、姿勢計測装置により測定できるため、
測定された地表面との距離をもとに、地形や樹冠の 3
次元形状が算出できる。

　2.2.3　LiDAR データの加工
　レーザの反射パルスは、発射したレーザビームの拡
散範囲内に高さの差があった場合、最初に当たって反
射してきたパルス（First pulse）と最後に反射してき
たパルス（Last pulse）が生じる。従って、樹木が繁茂
する対象地では First pulse から作成された数値表層モ
デル（以下 DSM）は樹冠のデータを示し、Last pulse

から作成された DSM の多くは地表面 DSM を示すが、
地表の落枝や下層植生により影響を受けるとされてい
る。また、密植地や大径木が存在する林分、崖などの
急傾斜地を含む複雑な地形の場合には、単一な人工林
や下層植生の少ない落葉樹林、緩傾地の測定に比べて
誤差が大きくなることが明らかにされている（杉盛ら
2002）。本研究では、一般的な LiDAR データにもとづ
く代案作成を研究対象とすることから、LiDAR デー
タより朝日航洋㈱が作成した１ｍグリッドの DTM を
使用して検討を進める。このデータは平成 15 年 10 月
21 日にヘリコプタ搭載 LiDAR により作成された。

2.3　LiDAR データの検証
2.3.1　調査地の概要
　調査は平成 17 年 6 月 13 日から 11 月 1 日まで宇都
宮大学農学部所属船生演習林第４林班に設置された基
幹林道大天頂沢線、平成 14 ～ 16 年の開設地とし、特
に LiDAR データ測定前後に開設された部分を選定し
た。図− 2.1 に調査地の概況を、表− 2.1 に LiDAR デ
ータ諸元を示す。
　調査地は尾根沿いに位置し、マツ、ナラ、コナラな
どの高木と、ツツジ、ヤシャブシなどの低木で構成さ

れた針広混交林内にある。開設された林道の切土法面
には岩が露出しており植生の回復は認められなかった

（図− 2.2）。

2.3.2　調査路線

図− 2.1　調査地

図− 2.2　調査地の状況

表− 2.1　今回使用された LiDAR測量システムの諸元

表− 2.2　路線測量結果
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　調査地では、トータルステーション（TOPCOM,GPT

− 2005F）を用いて路線の測量を行い、路線位置を
測定した（表− 2.2、図− 2.3）。路線測量では GPS

基準点を起点とし往復測量を行うことにより閉合比
（1/3,015）を算出した。
　さらに、各測点から放射法により林道に直行する直
線上の点を測定し横断面を得た。測量では林道の中央、
左端、右端、左右の林内 2 ～ 3 点を対象とした（図−
2.4）。横断測量はLiDARデータ測定時の林道終点から、
新規開設方向に 10 ｍおきに 20 点と終点から反対方向

に 9 点とした。横断測量の様子と実施位置を図− 2.5、
2.6 に示す。

2.3.3　標高データの算出
　LiDAR データより作成された DTM は、1 ｍグリッ
ドの格子状に配列されたデータであるため、共一次内
挿法で各点の標高を求める。共一次内挿法とは 2 × 2
ウインドウ内の４つの値を使用し、共一次関数によっ
て出力値を計算する手法で、平均化によるスムージン
グの効果がある。図− 2.7 において求める点を Q(u,v)、
各点の値を Pij とすると、

…⑴
としてウインドウ内の値を求めることができる。これ
により求めた標高とトータルステーションによる測量
で得た標高を比較検証した。
　また従来使用されてきた DTM との比較を行うた
め 1/5,000 森林基本図から作成した 10 ｍグリッドの
DTM を使用した。

2.3.4　結果
　LiDAR データとの比較は、測定後に開設された横
断面では、地山から削られた部分を除く全点で、測定
前に開設された部分では全点を対象に行った。結果を
図− 2.8、2.9 に示す。図より明らかなとおり、データ
測定後に開設された 127 点では誤差の二乗平均が 1.04
ｍ、測定前 90 点では 1.35 ｍと誤差は小さかった。

図− 2.3 トラバース測量位置

図− 2.4　横断測量の位置の例

図− 2.5　横断測量の様子

図− 2.6　横断測量点の配置図

図− 2.7　共一次内挿法の概念図
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　同様の手法で従来の DTM を用いて比較した結果を
図− 2.10 に示す。従来の DTM では全点（217 点）の
誤差の二乗平均が 6.02 ｍとなり、大きな誤差が生じ
た（図− 2.10）。これらの結果から従来の DTM を用
いた手法に比べ、LiDAR データを用いた手法により
大幅に誤差が削減されることが明らかにされた。
　しかし、LiDAR データ自体にも測定前の区間に大
きな誤差が生じていた。部位別に見ると、上部が開
けている林道の中央・左端のみ（20 点）での誤差が
0.33 ｍとなったのに比べ、左右の林内 70 点での誤差
が 1.50 ｍとなることなどから、林道に接する広葉樹
林や林床の植物がレーザを遮った可能性が原因と考え
られる（図− 2.11）。

　また、縦断面の比較より（図− 2.12）、1 ｍメッシ
ュの DTM では、距離 0 ｍ以下に示される既開設部分
では良く路線の標高を推定しており、未開設部分でも
地山と路面に生じるほぼ一定の差が良く再現されてい
ることが明らかである。一方、10 ｍメッシュの DTM

では大きな誤差発生が認められた。

2.4　LiDAR データを利用した林道設計手法の検討
2.4.1　既開設点の土工量推定
　LiDAR データ測定後に開設された林道の土工量を
推定するために、LiDAR データから得たプロフィー
ルを用いて横断面の切土・盛土面積を算出し、平均断
面法による土工量算出を試みた。算出にあたり横断面
は以下の条件により定めた点で囲まれる部分と仮定
した。1）法面上部が LiDAR データによるプロフィ
ールと重ならない場合は、林道開設後の崩落とみなし
法面の延長線と地山が交わる点を法頭とする。2）法
面下部の土砂堆積を除去するため路面と法面の交点を
法尻とする。3）路肩が交わらない場合は、地山を路
肩まで延長し測量によって得た線との交点を定めた。
4）地山面が１ｍ以上ずれている場合は、LiDAR の測
定誤差とみなし地山線を路肩と重なるまで移動し、以
降は前出の手法により断面を定めた（図− 2.13、表−
2.3）。

図− 2.8　未開設部分の地表面推定誤差

図− 2.9　既開設部の地表面推定誤差

図− 2.10　10ｍグリッドのDTMの地表面推定誤差

図− 2.11　林内・開空部での地表面推定誤差

図− 2.12　グリッド間隔による縦断面図の変化

図− 2.13　横断面積推定の例

表− 2.3　求められた横断面積
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　調査地の林道は、路盤の安定を得るため切土のみで
開設されていることから、求められた横断面積は全て
切土面積となる。さらに算出された面積をもとに平均
断面法による土工量の推定が可能となる。平均断面法
では、通過点 i における断面積を Ai、i+1 における断
面積を Ai+1、i と i+1 間の区間距離を d とすると、下
式により土工量 V が求められる。

…………………………⑵

　表− 2.3 より算出した各区間の土工量を表− 2.4 に
示す。

2.4.2　LiDAR データを利用した代替路線作成手法の
検討
　LiDAR データを利用して土工量推定を行うため、
林道の通過点、路面高を定め、プログラムにより林道
設計を行い、横断面積を求め、土工量推定を行った。
本研究ではプログラムは Microsoft VisualC++.net を使
用し作成した。

2.4.3　林道設計方法
　既開設点の土工量と LiDAR データを利用して推定
した土工量の比較を行うため、プログラムよる林道設
計にあたり、横断測量で得られた既設路線の中心点を
通過の候補点として使用し、また幅員も開設された林
道と同様の 3.5 ｍに設定した。同様に、法勾配につい
ても現地測量により得られた区間法勾配の平均値を
使用した。路線位置は測量によって得た 10 ｍごとの
林道の中心座標をスプライン曲線で補間し、各区間を
10 分割した点とした。路面高は 10 ｍごとの林道路面
中心の標高を用い、補間した点では各区間の距離に比
例按分し決定した。

2.4.4　スプライン補間の原理
　補間とは、測定値が飛び飛びの値のとき、それぞれ
の測定点の間を合理的につなぐ方法である。補間の代
表的な方法としては、線形補間、ラグランジュ補間、
スプライン補間がある。線形補間とはそれぞれの測定
点間を直線でつなぐ方法である。ラグランジュ補間と
は、ｎ点の測定点が与えられたときに、点列全てを n

− 1 次の多項式で当てはめる方法であり、高次式にな
ると振動が生じやすいとの欠点を持つ ( 田坂ら 1996)。
スプライン補間は範囲を細かく分割し、その区間ごと
に異なる多項式で補間する方法であり、数値の不安定
さが生じにくい。また、計算量が比較的少量であるこ

とや、変曲点を持つ最低次数の多項式であることから、
3 次式スプラインが用いられている（山口 1976）。以
上の理由から、本研究では、実際の測量データ間の補
間方法として、3 次式スプライン補間を用いた。
　パラメータ t による、3 次のスプライン曲線セグメ
ントは、

…………………………⑶
と表せる。今回、P(t) は、x(t),y(t) を要素とする平面
位置ベクトルとする。また、パラメータ t の変動範囲
は横断測量点間の各区間長とする。スプライン曲線セ
グメントをあらわす式の係数 A,B,C,D は、各セグメ
ント両端の位置ベクトル Pi,Pi+1 と接線ベクトル Pʼi,Pʼ
i+1 を与えることにより決定される。

…………………………⑷
…………………………⑸

…………………………⑹

…………………………⑺

　3 次のスプラインの曲率が近似的に連続となるため
には、それぞれ 2 つのセグメントの接続点において、
位置ベクトル、1 次導関数、2 次導関数ともに連続と
なればよい。2 次導関数が連続であるという条件式を
一般化すると、

…………………………⑻
　また、これらの未知の接線ベクトルを算出するには、
通過候補点の位置ベクトル Pi だけでなく、曲線の両
端の接線ベクトル P’1,P’n の指定が必要となる。林道
開始点と林道終点の曲率は 0 となることから、スプラ
イン曲線は自由端条件下にあるものとすると、

…………………………⑼

…………………………⑽

の 2 つの条件が加わり、スプライン曲線セグメントを
表す式の係数 A,B,C,D が算出され、スプライン曲線が
決定される。これによって求められた路線形は図−
2.14 のようになり、接線ベクトル Pʼ(t) より補間した
点の法線の単位ベクトル H(t) を hx(t),hy(t) の平面位置
ベクトルとすると、

図− 2.14　スプライン補間で得た路線形

表− 2.4　区間土工量の推定結果
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…………………………⑾

…………………………⑿

となり１ｍ間隔で左右に 15 ｍまでの各座標について、
LiDAR データから共一次内挿法で標高を算出し、地
山の横断面とした（図− 2.15）。

2.4.5　土工量算出プログラム
　以下の手順で土工量の算出を行った（図− 2.16）。
①　林道通過点座標の決定
②　横断面図作成点の決定
③　横断面図作成点の標高を入力し地表面を決定
④　地表面の各区間の傾きを求める
⑤　法線の中心に路面高を定める
⑥　定めた点から幅員の距離で両側に離れた点を定め

る
⑦　求めた 2 点より法面の平均勾配と地表面の各区間

の式より左右の交点を求める。ただし地山と法面の
傾きの関係から交点を得られなかった場合、法勾配
2 分の擁壁を入れて交点を求める（図− 2.17）。

⑧　地表面とこれらの点で囲まれた範囲区間の面積を
算出し横断面積とする

⑨　横断面積より平均断面法により土工量を算出する
　これによって求められた土工量は表−2.5となった。

2.4.6　土工量の比較
　土工量の 10 ｍごとの比較結果を図− 2.18 に示す。

図より明らかなとおり、区間によっては誤差が生じて
いる。この原因として、曲線部での土工量推定の手法
とプログラムによる設計の方法に誤差があると予想さ
れた。そこで各区間について検証する。
　⑴の部分では図− 2.19 のように開設された林道に
は待避所があり、プログラムでは待避所を想定してい
ないことから、この区間での土工量に大きなずれを生
じることになった。また路肩部分と法上面の差も生じ
ているため土工量が大きくなった。
　⑵の部分では図− 2.20 のようにカーブの頂点に位
置しているが、10 ｍおきの各点を直線補完された測
量データによる土工量推定で平均断面法を用いたた
め、カーブのふくらみの土工量が含まれていない。し
かし、スプライン曲線によって補完された点は測量点
を 10 分割しているため、平均断面法を用いてもほぼ
カーブの土工量が推定できるため、プログラムによる
土工量推定のほうが大きくなる。
　⑶は直線部にあたり、横断面もよく一致していたた

図− 2.15　スプライン補間に対する法線の一部

図− 2.17　擁壁を入れる場合の例

図− 2.18　各区間で発生した土工量の比較

図− 2.19　（１）の例　待避所

図− 2.20　（２）の例　カーブの頂点

表− 2.5　代案作成プログラムによる推定土工量
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め図− 2.21 のように、土工量の差もあまりなかった。
　次に累積土量の比較を行った。結果は図− 2.22 の
ようになり、横断測量からの推定は 3,546.48m3 で
あるのに対し、１ｍグリッド DTM を用いた場合
は 3,641.51m3 となり誤差は 2.67％となった。これに
対して、10 ｍメッシュの DTM にする推定土工量は
10,637.6m3 となり、誤差も 199％となる。以上のこと
からこのプログラムによって代替路線の検討が可能で
あると考えられる。

2.4.7　代替路線の検討
　調査地の林道は地形順応型で設計されており、すべ
て切土で施工されているため、代替路線検討の一例と
して土工量・費用ともに小さくなると考えられる、0
線設計法で設計を行い、土工量・費用の比較を行った。
　林道設計方法は、計画高を 0 線設計法で通過点の地
山の標高とし、幅員は 3.5 ｍ、法面の勾配を切土法面
は LiDAR データによる設計と同様に各区間の平均勾
配を用い、盛土法面は 1：1 とした（図− 2.23）。
　このような条件で土工量を算出したところ、図
− 2.24 のようになり切土量 +662.35m3、盛土量−

944.38m3、累積土量− 282.03m3 となり、土工量はほ
ぼ 0m3 となった。

2.4.8　費用の比較
　算出された土工量から、開設費用の比較を行うため
に作業時間を求める。切土にショベル系掘削機、盛土
にはブルドーザ、運搬にトラックを使用し各作業能力
を以下のように決定した ( 日本林道協会 2004)。
１） ショベル系掘削機の時間当たりの作業量
　Q：時間当り作業量（m3/h）, q0：バケット容積
(0.6m3) , k：バケット係数 (0.8) , f：土量換算係数（普
通土：1/1.45）, E：作業効率（0.8）, Cm：サイクルタ
イム（普通土：32 秒）とし以下の式で求める。

…………………………⒀

これより時間当たりの作業量は 29.73m3/h とした。
２） ブルドーザ（11 ｔ）の時間当たりの敷ならし作業
量
　Q：時間当たりの敷ならし作業量（m3/h）, E：作業
効率（0.6）, D：仕上がり厚さ（0.3 ｍ）とし、

…………………………⒁
より時間当たりの敷ならし作業量は 67.8m3/h とした。
また、ブルドーザ（11 ｔ）の時間当たり締め固め作
業量は、
　Q：時間当たり締め固め作業量（m3/h）, V：締め固
め速度（3,500m/h）, W：1 回の有効締め固め幅（0.7m）
, N：締め固め回数（5 回）とし、

…………………………⒂

より時間当たり締め固め作業量は 88.2m3/h とした。
３） トラック時間当たりの運搬土量
　Vt：時間当たりの運搬土量（m3/h）, q：一台あたり
の積載土量（m3）, Cm：サイクルタイム , E：作業効
率（0.9）, W：許容積載重量（4 ｔ）, w：地山の単位
体積重量（砂質土：1.8t/ m3）, β：運搬状況による係
数（4.8）, L：片道運搬距離（2km）, α：積み込みそ
の他作業時間（バックホウ平積 0.6 G として：11 分）、

…………………………⒃

…………………………⒄

…………………………⒅
より、時間当たりの運搬土量は 5.7m3/h とした。
　これより作業時間を算出し、実際の路線と代替路線
の作業時間の比較を行うと表− 2.6 となり、実際の切
土のみの施工に比べ、代替路線は土工量が小さく、作
業時間も大きく減少することがわかる。

また、費用を表− 2.7 ～ 2.9 の単価表より算出すると、
表− 2.10 となった。表− 2.10 からも明らかなとおり
0 線設計法によって設計した代替路線では費用は低く
なった。このように代替路線の比較検討が容易にでき

図− 2.21　（３）の例　直線部

図− 2.22　累積土量の比較

図− 2.23　代替路線の横断面の例

図− 2.24　代替路線の累積土量比較

表− 2.6 作業時間の比較
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るため、様々な代案を比較することができ、本プログ
ラムによる代案検討の省力化は有効であると考えられ
る。

2.5　まとめ
　本章では LiDAR データから作成した 1 ｍメッシュ
の DTM を用いて標高を算出し、林道設計を行った結
果、図− 2.22、2.24 などからも従来の DTM を使用し
た場合よりも地形の再現性が高く、代替路線の検討が
可能であることが明らかとなり、LiDAR データを活
用した手法による代案検討の省力化の有効性が認めら
れた。
しかし、LiDAR データも林道上など上部が開けてい
る 37 点での誤差が 0.34 ｍで、左右の林内など上部が
樹幹に覆われている、もしくは下層植生が存在する
53 点では誤差が 1.53 ｍと大きな開きがある。そこで、
第三章にて LiDAR の生データから正確に地表面を推
定する手法を確立し、より正確な地形情報の取得方法
を検討する。
　また、本章では代替路線の検討は計画高を手動で入
力し、路線通過点も測量データを使用した。これらの
決定を自動化する手法や、費用計算を自動化すれば、
始点と終点を指定するだけで、土工量や費用を最小と
する設計など、様々の条件で効率的な林道設計案を提
示することが可能になり、これにより林道設計の大幅
な省力化が期待できるため、第四章で自動化手法の検
討を行う。

第３章　LiDAR データを用いた地表面推定手法の検
討
3.1　目的
　前章において LiDAR から作成した、DTM は林道路
線設計に有効であることが示されたが、LiDAR デー
タ自身の問題として林内における、地形再現性の低下
があげられた。これは、主に林内に存在する樹木や植
生が影響しており、DTM として利用する際に、これ
らのノイズを取り除く必要がある。山岳林においての、
ノイズフィルタリングは杉盛（2002）などによって研
究されてきたが、精度は低いものであった。国外にお
いては、Kraus et al.(1998)、Means et al.(2000) などによ
って DTM が作成されているが、地物が多く、地形の
変化も大きい日本の森林には適応困難であった。そこ
で、本章では日本の山岳林に適したノイズフィルタリ
ング手法の検討を行った。

3.2　フィルタリング手法
　DSM を自動的にフィルタリングし、DTM を抽出す
る一般的手法として最低点抽出法、曲面近似法、ロー
ラ法などが存在する ( 政春 2006、横田ら 2006)。最低
点抽出法は検査点を中心に、半径 10 ｍ以内の円など
一定の範囲から最低標高点を抽出し、すべての検査点
を移動させながら順次、最低標高点を取得し、これを
もとに地表面を作成する方法である（図− 3.1）。曲面
近似法は林冠部にあたる上層と地形にあたる下層のデ
ータのうち、下層側の地形部に沿うように曲率を変化
させて近似曲面を作成し、その曲面から許容範囲内に
ある点を抽出する手法である（図− 3.2）。また、ロー
ラ法は地形の最低点に沿って一定半径をもったローラ
を転がすように処理を行い、半径 + 許容値内にある

表− 2.7　ショベル系掘削機運転単価表

表− 2.8　ブルドーザ運転単価表

表− 2.9　トラック運転単価表

表− 2.10　開設費用の比較（単位：円）

図—3.1　最低点抽出法

図—3.2　曲面近似法
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点を抽出する方法である（図− 3.3）。これらの手法で
は地形を曲面で抽出するため、小尾根や谷、路肩が削
除される傾向がある。傾斜の方向によってはデータの
偏りが生じる。
　そこで、従来の曲面的なフィルタリング手法では削
除されがちであった小尾根や路肩等の小さな凹凸を再
現するため、対象点を直線的に結び、各直線間の交角
に許容値を設けることで地表面を再現できると考え、
交角法アルゴリズムを構築した（図− 3.4）。本研究で
は交角法の精度検証を、船生演習林において LiDAR

計測して DTM を作成した朝日航洋で使われているロ
ーラ法と比較しながら行い、林道設計対象地の DTM

を作成した。

3.2.1　ローラ法のフィルタリング手順
　ローラ法と交角法を用いて地表面推定を行うための
共通の前処理として、LiDAR データから処理を行う
範囲を X 方向、Y 方向に一定幅に分割し、ラインご
とにそれぞれ XZ、XY 平面を作成し、各平面上の散
布点列に対して抽出処理を行う。具体的には X、Y が
一定範囲となるデータの切り出し、切り出したデータ
のソーティングが行われる。これらの前処理終了後、
各地表面抽出処理を行い、抽出点より X、Y 方向で重
複点を除去することにより採用点を決定し、DTM を
作成する（図− 3.5）。
　ローラ法のフィルタリング手順は、開始点より順次
２点を通る円を発生させ、発生した円からの距離が半
径 R+ 許容値内に収まる点を地表面として採用する。
この処理を繰り返し行い、不要な点を除去し地表面の
推定を行う ( 図− 3.6)。
　ローラ法の採用点は半径、ローラ幅、許容値により
一意に定まり、半径・ローラ幅を増加させると大きな
構造物、樹木等を除去でき、また、半径・ローラ幅を

縮小すると小さな地形変化に追従することができる。
また、許容範囲を大きくすると急激な地形変化を捉る
ことが可能となり、点採用の許容範囲を小さくすると
不要なデータの除去が可能となる。

3.2.2　交角法のフィルタリング手順
　交角法では以下のアルゴリズムによって処理を行
う。
１） 開始点 i と次点 i+1 を直線で結びこれを仮に地表

を表わす線とする（以下、地表線）。
２） i+2 が地表線±αの範囲にあれば採用して、i+1、

i+2 を通る線を新たな地表線として次点に移り、同
様の手順を繰り返す。

３） また、範囲内になければ順次、交角が±α以内と
なる候補点を探索し新たな地表線を作成する。

 

 

3.6  

 

図− 3.3　ローラ法の概念図

図− 3.4　交角法の概念図

図− 3.5　データ分割

図− 3.6　ローラ法の手順

図− 3.7　交角法の手順
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　交角の許容範囲を + α側にも取るため、ローラ法
で除去されている点を採用することが可能となり、ロ
ーラ法で削除されがちな路肩や小尾根などを再現する
ことができる（図− 3.7）。
　なお、今回使用した手法では林道法面などの急激な
変化点を採用するため、交角の許容範囲外であっても
近距離の点は採用することにした。具体的には検査
点 i+1 と i+2 の二点のなす三角形の底辺と面積が一定
値以下ならば採用する許容範囲を設けている（図−
3.8）。本研究では林道法面を最大 2 分と想定して底辺
0.2 ｍ、高さ 1.0m、面積 0.1m2 とした。
　交角法の抽出能力は、交角の許容範囲、データ分割
幅、三角形の許容値により決定される。交角の許容範
囲と三角形の許容値を大きくし、処理幅を小さくする
と多くのデータを残すことが可能となり地形の識別能
力が高くなるが、樹木、下層植生など地表面付近の測
定データが残留し、ノイズを生じる。また交角の許容
範囲と三角形の許容値を小さくし、データ分割幅を大
きくすると採用されるデータ数が少なくなり、大きな
構造物やノイズも除去できるが、微地形の識別能力が
低くなることが予想される。

3.3　交角法による DTM の作成
3.3.1　供試データの概要
　研究の供試データとして、前章と同様の 2003 年に

測定された船生演習林の LiDAR の LP（Last Pulse）デ
ータを使用した。LiDAR 測定を行った全範囲は図−
3.9 の着色された区域である。供試区域は基幹林道（大
天頂沢林道）開設終点付近とナカイリ林道起点付近で
ある。基幹林道終点付近は尾根付近に位置し、主な
林分構成樹種はアカマツと広葉樹であったため、比較
的レーザの到達率が高い区域である。対象地範囲は東
西、南北それぞれ 235m、 205m の 4.7ha の区域であり、
LiDAR による測定点数 537,460 点、点密度は 11.16 点
/m2 であった（図− 3.10、3.11）。ナカイリ林道起点付
近は、沢沿いに位置する。主な樹種はスギとヒノキの
若齢林であり、特にヒノキ林では林冠が閉鎖しており、
林床にレーザが到達しにくい条件下である。本演習林
におけるヒノキ林でのレーザの地表面到達率は 2% ～
5% 程度であることが報告されている（松英ら 2006）。
対象範囲は南北 245 ｍ、東西 200 ｍの 4.9ha、全点
数 397,086 点、点密度 8.01 点 /m2 である ( 図− 3.12、
3.13)。

3.3.2　基幹林道終点付近におけるパラメータの検討
　基幹林道終点付近のデータを用いて地表面形状抽出
を行ううえで、適正なパラメータを決定するため、交
角法は交角の許容値とデータ分割幅を、ローラ法は半
径とデータ分割幅を変化させながら処理を行った。
　基幹林道終点付近の処理後に、各手法により地表面
として採用された点数を表− 3.1、3.2 に示す。表より
明らかなとおり抽出条件の変化によって採用点数が大

図− 3.8　許容値の設定

図− 3.9　 船生演習林 LiDARデータの範囲

図− 3.10　基幹林道終点付近のDSM

図− 3.11　基幹林道終点付近の状況
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きく変化する。特に交角法では抽出点数の変化範囲が
広く、パラメータの設定を適正に行うことにより、地
形の再現性を高めることが出来ると判断された。そこ
で、GRASS GIS 6.2 を用い、処理後の採用点（ベクタ
データ）をもとに、各点間をスプライン補間し、0.2m

グリッドの DTM（ラスタデータ）を作成した。また、
作成された DTM（ラスタデータ）を用いて陰影図を
作成し、ノイズの除去状況や地形の再現性を目視によ
り確認した。
　分割幅を 2.0m に固定し、採用点列決定のための
交角範囲を 25 度から 50 度まで変更した結果を図−
3.14a ～ f の陰影図に示す。次に適切なパラメータを
決定するために、325 × 350 グリッドの林道付近のデ
ータを抜き出し、各グリッドの周囲 5 × 5 グリッド内
で、標高の最大値及び最小値を抽出し、その差分を求
めた。差分が小さければ微地形再現性が低く、また
大きすぎるとノイズが残っていると考えられる。差
分の頻度分布を図− 3.15、表− 3.3 に示す。差分値が
25 度から 35 度までの範囲では実際の地形の勾配より
も交角の設定が小さいために、差分の分布も 0.6 ｍ以

図− 3.12　ナカイリ林道のDSM

図− 3.13　ナカイリ林道の状況

図− 3.14a　交角 25°

図− 3.14c　交角 35°

図− 3.14e　交角 45°

図 3.14b　交角 30°

図− 3.14d　交角 40°

図− 3.14f　交角 50°

図− 3.15　交角変化時の差分頻度分布の比較

図－ 3.14　交角法による処理結果 1（分割幅 2.0 ｍ）

表− 3.1　交角法処理後の地表面採用点数

表− 3.2　ローラ法処理後の地表面採用点数
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下に集中しており微地形の再現性が低いことがうかが
われる。また、35 度では差分 1.3 ｍ以上の点はあまり

存在していない。8 分～ 1 割程度の林道法面では、5
× 5 グリッドの範囲で差分が 1.41m ～ 1.76 ｍになる
ため、法面の再現性が低い。これは、陰影図の目視に
よっても確認できる。50 度になると差分が 2.0 ｍ以上
と、8 分の法面勾配の差分よりも大きくなる部分が多
く残り、地形以外のノイズも採用されてしまっている
と判断できる。このため、林道法面の再現性が高く、
ノイズとなる点が存在しない（2.1 ｍ以上）40 度か 45
度がこの場所には最も適していと考えられるが、今回
は若干ではあるが採用点数の多い 45 度を最適とした。
また、図の比較においてもノイズの少なさや、法面等
の微地形の再現性から、45 度が最適と判断できる。
　次に交角は 45 度で固定し、データの分割幅を変化
させてデータ分割幅の影響を検討する。図− 3.18a ～
g に結果に基づく陰影図を示す。交角の検討と同様の
方法で最大値と最小値の差分を算出し頻度分布図を作
成した（図− 3.16、表− 3.4）。分割幅 0.5 ｍから 1.5
ｍまでは差分が 2.0 ｍ以上のノイズとなる点が多く残
っている。分割幅 2.5 ｍ以上ではノイズはほぼ除去さ
れているが、8 分の法面を想定した際の差分 1.76m 前
後の値である 1.5 ｍ以上 2.0 ｍ以下の法面と考えられ
る点が削除されすぎて再現性が低くなっている。また、
分割幅を大きくするに従って、差分 0.7m から 0.8m

の値が増加している。分割幅 0.5m と 5.0 ｍで処理を
行った陰影図に差分 0.7m ～ 0.8m の範囲を重ねた結
果を図− 3.17 に示す。図から明らかなとおり、分割
幅が大きいと細かな地形の凹凸が平滑化されすぎてい
る。特に、法面付近では 0.7 ～ 0.8 ｍの範囲が上部に

表− 3.3　交角変化時の差分頻度分布の比較

表− 3.4　処理幅変化時の差分頻度分布の比較

図− 3.16　処理幅変化時の差分頻度分布の比較

図− 3.18a　分割幅 0.5 ｍ

図− 3.18c　分割幅 1.5 ｍ

図− 3.18e　分割幅 2.5 ｍ

図− 3.18g 分割幅 5.0 ｍ

図− 3.18b　分割幅 1.0 ｍ

図− 3.18d　分割幅 2.0 ｍ

図− 3.18f　分割幅 3.0 ｍ

図− 3.18　交角法による処理結果 2（交角 45°）
（赤枠：図− 3.17 の範囲）
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位置し、法尻が平滑化されたことうかがえる。陰影図
の比較からも分割幅 2.0 ｍがノイズを取り除きながら
も、法面等の微地形をよく再現していると判断できる。
従って、この場所では分割幅 2.0 ｍが最も適している。

　同様にローラ法の最適条件の検討を行った。分割幅
を 2.0m、許容範囲を 0.2 ｍで固定し、ローラ法の半径
を変化させた結果を図− 3.19a ～ g に示す。ローラ半
径 5.0 ｍ、10.0 ｍでは樹木による大きなノイズが残り、
17.5 ｍ以上では路面や斜面上部などが過度に平準化す
る。差分の頻度分布は図− 3.20、表− 3.5 となり、半
径 5.0 ｍや 10.0 ｍでは差分 2.1 ｍ以上のノイズが残り、

図− 3.17　差分 0.7 〜 0.8 ｍの範囲（左：処理幅 0.5 ｍ　右：処理幅 5.0 ｍ）

図− 3.20　ローラ半径変化時の差分頻度分布の比較

図− 3.19a　半径 5.0 ｍ

図− 3.19c　半径 12.5 ｍ

図− 3.19e　半径 17.5 ｍ

図− 3.19g　半径 30.0 ｍ

図− 3.19b　半径 10.0 ｍ

図− 3.19d　半径 15.0 ｍ

図− 3.19f　半径 20.0 ｍ

図− 3.19　ローラ法による処理結果 1（分割幅 2.0 ｍ）

図− 3.21a　分割幅 0.5 ｍ

図− 3.21c　分割幅 1.5 ｍ

図− 3.21e　分割幅 2.5 ｍ

図− 3.21g　分割幅 5.0 ｍ

図− 3.21b　分割幅 1.0 ｍ

図− 3.21d　分割幅 2.0 ｍ

図− 3.21f　分割幅 3.0 ｍ

図− 3.21　ローラ法による処理結果 2（半径 12.5 ｍ）

表− 3.5　ローラ半径変化時の差分頻度分布の比較
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半径 15.0 ｍ以上になると、平滑化が進み 0.7 ～ 0.8m

の値が増加する。従って、この場所ではローラ半径
12.5 ｍが最も適していると判断した。
　次に半径を 12.5 ｍと固定し、データ分割幅を変化
させて適正分割幅を求めた（図− 3.21a ～ f）。差分は
図− 3.22、表− 3.6 となり、分割幅 0.5 ～ 1.5 ｍでは
差分 2.1 ｍ以上のノイズが多く残り、分割幅 2.5 ｍ以
上では法面を再現していると考えられる差分 1.5 ｍ以
上の点が減少している。また、陰影図からも分割幅
1.5 ｍ以下ではノイズが残り、分割幅 2.5 ｍ以上では
平滑化が進み、路肩や幅員の再現性が低くなっている
ことが見て取れる。従って、分割幅 2.0 ｍが最も適し
ていると判断できた。
　最も適していると考えられた交角 45 度、分割幅 2m

の交角法では地表面として 31,239 点（抽出率 5.84%、
0.66 点 /m2）が採用され（表− 3.1）、半径 12.5m、分
割幅 2.0m のローラ法では 20,868 点（抽出率 3.90%、
0.42 点 /m2）が地表面として採用された（表− 3.2）。
交角法、ローラ法ともに最適値と判断した DTM から
林道付近のデータを抜き出し、傾斜の分布を求めた結
果は図− 3.23、3.24 となった。図からも明らかなとお
り、交角法では 10°以下の林道の部分と 30°以上の法
面と見られる部分の境界が明確になっており、この付
近の林道幅員 4.0 ｍが再現されているのに対し、ロー

ラ法では路肩から路面にかけて平滑化されてしまい、
路肩が明確にならず、幅員も再現されていない。最適
と判断できる陰影図（図− 3.18d、3.21d）同士で比較
すると、交角法の方がノイズの削減が出来ていること
から、地形抽出、ノイズ削減ともに交角法が効果的で
あると判断できる。また、抽出点数が、30,000 点程度
となる図− 3.18e、3.21a の比較からでも明らかであり、
交角法ではノイズが除去されているのに対し、ローラ
法では樹木等の残存ノイズが認められる。

図− 3.22　分割幅変更時の頻度分布

図− 3.23 交角法傾斜分布

図− 3.24 ローラ法傾斜分布

図− 3.25　林道の横断面図

図− 3.26　縦断面図

表− 3.6　分割幅変更時の頻度分布
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　次に、次章の林道設計で活用する基幹林道終点付近
の地表面抽出状況の比較を行った。比較にあたり交角
法、ローラ法、実測値、LP、メーカーが手動 + 自動
フィルタリングで作成した DTM より横断面と縦断面
を作成した（図− 3.25、3.26）。特に横断面では交角
法による処理がローラ法で削除された路肩形状を再現
することなど、当初の目的を達成することができたと
考えられる。縦断面においても、両者ともノイズを取
り除けているが、交角法は斜面上部や細かな凹凸部の
点を比較的多く残すことに成功していることが見て取
れる。
　実際に林道設計で GIS を活用することを想定する
と、作成されたベクタポイントをラスタデータに変換
して使用することも多く、また、本研究でもラスタ形
式のデータ使用を前提にプログラムの開発を進めて
いる。そこで、交角法、ローラ法で処理を行った後、
1m グリッド、0.2m グリッドの DTM に加工し、DTM

より作成された縦断面図、横断面図の精度検証をおこ
なった。
　縦断面図（図− 3.27）は交角法で交角を変更しなが
ら処理を行った 1m グリッド DTM である。Y 軸は交
角 25 度の線を基準として各パラメータで処理を行っ
た標高に +10m ずつのオフセットを行って表示した。
パラメータ決定のときに見られた傾向がここでもほぼ
同様に現れている。すなわち、交角が 35 度以下のも
のは実際の地形の勾配よりも交角の設定が小さいため
に地形が再現できておらず、50 度ではノイズを除去
しきれていない。
　ローラ法で半径を変更しながら処理を行った DTM

から作成した縦断面図（図− 3.28）では、ノイズはほ
ぼ取り除かれているが、半径を大きくするにしたがっ
て凸部の採用点が減少し、地表面の円滑化が進むこと
が明らかである。
　横断面で実測値と交角法、ローラ法で作成した 1 ｍ、
0.2 ｍグリッド DTM、メーカーが作成の 1m グリッド 

DTM の比較を図− 3.29、3.30 に示す。各 DTM の標
高は実測値と同様、各座標の標高をもとに共一次内挿
法によって算出した。林道開設前に LiDAR 測定を行

った図− 3.29 の結果からも明らかなとおり、地山を
正確に再現できており、土工量推定での活用が期待で
きる。林道開設後に測定した図− 3.30 では路面上の
点では、ほぼ再現できていたが、法面上部では実測値
と差が生じていた。これは、同じ横断面に Last Pulse

を加えた図− 3.31 で見られるように、法面上部では
樹木の影響から LP があまり地表面に到達していない
ため、推定の差が生じたと考えられる。また、グリッ
ドサイズ、実測、自動、手動による明確な違いは現れ
ていない。
　トータルステーションによる実測値標高と実測値の
座標点において DTM より共一次内挿法で算出した標
高の平均二乗誤差による比較を行った。分析対象点は、
開空部に当たる林道の路面、路肩（20 点）と、測定
後に開設された横断面の地山から削られた部分を除く
全点（127 点）とした。開空部ではレーザの地表面到
達率が高いため手法の違いによる差はあまり認められ
なかったが、交角法はメーカー作成の DTM と同等の
精度となった（表− 3.7）。
　全点における誤差の頻度分布（図− 3.32）より明ら
かなとおり、ローラ法では実測値に比べ、過小な値が

図− 3.27　交角法による縦断面

図− 3.28　ローラ法による縦断面

図− 3.29 開設前横断面

図− 3.30　開設後横断面

図− 3.31　開設後横断面 +LP

表− 3.7　開空部での平均二乗誤差比較
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多い傾向が認められたのに対し、交角法ではプラスの
値が多くる傾向が認められた。これは交角法により細
かい凹凸、特に凸部の採用点がローラ法より多く抽出
されたことによると考える。また、全体の平均二乗誤
差は表− 3.8 に示すとおり、交角法を用いることによ

り採用点数が増加するため、0.2 ｍにグリッドサイズ
を変更することによって、1m グリッドに比べ精度が
格段に向上した。前章において、1 ｍグリッド DTM

を土工量推定値に用いた際の、実測値との誤差が 2.67
％で、十分な精度を持つことが明らかとなっているこ
とから、0.2m グリッドでさらに精度の高い推定が可
能となったと考えられる。

3.3.3　ナカイリ林道起点付近におけるパラメータの
検討
　ナカイリ林道周辺地域を対象に前述の方法で、最適
条件の検討を行った。各条件での抽出点数を表− 3.9、
3.10 に示す。

　抽出点数変化は基幹林道終点付近での結果とほぼ同
様の傾向を示した。図− 3.33a ～ f の交角を変更した
陰影図で見ると、基幹林道終点付近より小さい交角
40 度以上でノイズが多く見られた。この原因は付近
の地形勾配が林道終点付近に比べ比較的ゆるやかなた
めだと考えられ、35 度が最適値と見て取れた。図−
3.34a ～ g に示した分割幅を変更した陰影図では 2.0
ｍ以下ではノイズが多く、3.0 ｍ以上では林道周辺の
点が削除されすぎてしまい再現性が低くなっている。

従ってこの区域では分割幅は 2.5 ｍを最適値とした。
しかし、この区域の林道の上部に存在する無間伐のヒ
ノキの若齢林では、レーザの地表面到達率が極端に低
く、どの抽出条件下においても地形の再現性が低くな
っていた。
　同地域を対象とし、半径を段階的に変更したローラ
法による処理結果を図− 3.35a ～ g に示す。結果から
明らかなとおり、半径 5.0 ｍではノイズが残る。一方、
12.5 ｍ以上では地形の一部に過大な平滑化が認められ
るため、10.0 ｍが最適値と判断できる。図− 3.36a ～
g に示した分割幅の比較では林道終点付近の場合と同
様、2.0 ｍが最適値となった。ローラ法による処理結
果でも林道上部のヒノキ林の地形抽出は不可能であっ
た。
　抽出された採用点を基に交角法、ローラ法によって
１ｍグリッド DTM を作成し、縦断面図、横断面図（図
− 3.37、3.38）の比較を行った。図− 3.12 に処理前
の LP データで比較した縦断面、横断面の位置、林道、
沢の位置を示してある。
　縦断面の比較では、ヒノキ林に当たる図右側の部分
で交角法、ローラ法ともに、凹凸が存在している。現
地の地形は凹凸の少ない勾配がほぼ一定したヒノキ林
であるため、ノイズが取り除かれておらず、メーカー
作成の DTM より地形再現性が低くなっている。これ

図− 3.32 全点における平均二乗誤差の頻度分布

表− 3.8　全点での平均二乗誤差比較

表− 3.9　交角法処理後の抽出地表面点数

表− 3.10　ローラ法処理後の抽出地表面点数

図− 3.33a　交角 25°

図− 3.33c　交角 35°

図− 3.33e　交角 45°

図− 3.33b　交角 30°

図− 3.33d　交角 40°

図− 3.33f　交角 50°
図− 3.33　交角法による処理結果 3（分割幅 2.5 ｍ）
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はレーザの地上到達率が低く、地形抽出に人為的な推
定が不可欠であったことによると考えられる。一方、
横断面図では、沢や林道などの開空部で抽出点と実測
値がほぼ一致するものの、鬱閉したヒノキ林部分では、
全ての手法が実測値より過大となり、レーザが地表面
に到達していないことがうかがわれた。

3.4 まとめ
　地表面推定手法として交角法を提案し、LiDAR デ
ータによる処理結果をもとに最適な処理条件を検討し
た。今回提案した交角法による処理では、ローラ法に
よる処理に比べ、路肩や小尾根等の再現性が高くな
り、地表面の小さな凹凸も再現できることが確認され
た。またこの手法の精度は、メーカーがコンピュータ
による自動抽出の後、手作業でフィルタリングを行っ
て作成している DTM と等しく、自動的に高精度な地
表面高度、DTM を作成する手法が開発出来たと考え

る。従って、この手法を林道設計に応用することによ
り、地形形状の把握から代案作成、路線設計、土工量
推定、コスト計算までを高い精度を保ちながら、自動
化できる可能性が高まったと考えられる。
　しかし、ナカイリ林道付近のヒノキ林の例に見られ
るとおり、鬱閉した林分では、レーザの到達率が低く、
地形が十分把握できないことが明らかにされた。この
ような部分に対し、自動フィルタリング処理を実行す
ると、地形の再現性の低下につながることが明らかと
なった。また、LiDAR の特性として、計測経路と計
測対象斜面の傾斜の方向によってはデータの偏りが生
じ、季節や森林を構成する樹木によってはレーザが遮
られ地上まで数％しか到達しないとこともあり、抽出
自体が困難となる場合もある。したがって、今後の課
題として地形や地表の条件によって、複数の手法を組
み合わせて処理を行う方法の検討、最適抽出条件の自
動設定や測定地形に合わせた計測経路、計測時季等の

図− 3.34a　分割幅 0.5 ｍ

図− 3.34c　分割幅 1.5 ｍ

図− 3.34e　分割幅 2.5 ｍ

図− 3.34b　分割幅 1.0 ｍ

図− 3.34d　分割幅 2.0 ｍ

図− 3.34f　分割幅 3.0 ｍ

図− 3.34g　分割幅 5.0 ｍ
図− 3.34　交角法による処理結果４（交角 35°）

図− 3.35a　半径 5.0 ｍ

図− 3.35c　半径 12.5 ｍ

図− 3.35e　半径 17.5 ｍ

図− 3.35b　半径 10.0 ｍ

図− 3.35d　半径 15.0 ｍ

図− 3.35f　半径 20.0 ｍ

図− 3.35g　半径 30.0 ｍ
図− 3.35　ローラ法による処理結果 3（分割幅 2.0 ｍ）
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92

検討などが挙げられる。

第四章　LiDAR データを活用した林道設計自動化手
法の検討
4.1　目的
　林道の設計では、一般道路に比べ開設コストによる
制約が大きいことから、開設コストを低く抑えるため
の工夫として、構造物を少なくするための路線開設位
置、土工量を最小化する線形の採用などの手法が必要
になる。また、法面の崩壊や路面侵食による森林への
土砂流出などによる森林環境へ与える影響を抑え、維
持補修費用を削減するためにも、土工量を最小化する
開設手法の導入が必要となる。そのため、従来から林
道設計を自動化し、適切な設計案を比較する手法が必
要とされている。
　第二章において、LiDAR データを基にした DTM を
用いた、路線設計の可能性を提示したが、路線通過位
置は手動で決定しており、必ずしも適性であったとは
言えない。そこで本章では、2 点間を接続する際に、
開設費を最少とする路線探索を行う、自動路線設計手
法の開発を行った。

4.2　調査地の概要
　林道設計対象地は、地表面推定の検証に用いた基幹
林道既開設地点から北にのびる開設部分であり（図
− 4.1）、地形や樹木等の条件は地形抽出のための供試
区域とほぼ同じである。したがって、交角法により高
精度の DTM が作成できると考え、1 ｍグリッド DTM

を作成した（図− 4.2）。対象区域は南北 500 ｍ、東西
300 ｍの 15ha の区域であり、LiDAR による全測点数
が 1,326,084 点、点密度 8.84 点 /m2 である。地形抽出
のための最適な処理条件は交角については前章と等し
い 45 度、処理幅は 3.0 ｍとなった。

4.3　自動設計手法の開発
4.3.1　通過候補点の決定
　本研究では、田坂ら（1996）の提案する３次式スプ

図− 3.36a　分割幅 0.5 ｍ

 図− 3.36c　分割幅1.5ｍ

図− 3.36e　分割幅 2.5 ｍ

図− 3.36b　分割幅 1.0 ｍ

図− 3.36d　分割幅 2.0 ｍ

図− 3.36f　分割幅 3.0 ｍ

図− 3.36g　分割幅 5.0 ｍ
図− 3.36　ローラ法による処理結果 4（半径 12.5 ｍ）

図− 3.37　縦断面での比較

図− 3.38　横断面での比較
図− 4.1　対象地の範囲
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ライン補間における路線決定方法が、切り盛りを均衡
させ、土工量を抑えた地形順応型林道を想定する際に
効果的であると同時に、パーソナルコンピュータクラ
スの計算機でも短時間に処理が可能であると考え、こ
の補間方法を採用した。作成した DTM を用いて地形
順応型林道設計を行うために、以下の手順で３次式ス
プラインの通過候補点を決定するプログラムを作成し
た。
通過候補点決定アルゴリズム
1） 始点（B.P）と終点（E.P）を指定する（図− 4.3）。
2） 始点を通過する等高線を発生させる。
3） 終点より、2）で発生させた等高線に足をおろし、

この点を P とする。この時 E.P と P の標高差を h
とする。

4） 始点から P までの等高線にそった距離 l を求める
5） 標高差 h を累加距離 20 ｍごとに設定した点 i それ

ぞれについて距離に比例配分する。（以下、標高差
分△ h）

…………………………⒆

6） 各 i 点より最急傾斜方向に標高差分 i Δ h だけ移
動した点を通過候補点とする（図− 4.4）。

7） 候補点列（xi,yi,zi）に対して 3 次元スプライン補
間し、路線形を決定する。

　今回は 2002 年に LiDAR 計測が行われた時点での林
道終点を始点とし、約 800 ｍ先の 2005 年までに新設
された林道上の点を終点とした。ただし、今回の林道
路線開設地域は、演習林の境界に位置するため、上記
手順 6）で一定以上の標高を変化させると境界を超え
る部分が生じた。このため、路線を境界付近の点で分
割し、二度に分けて処理を行った（図− 4.5）。

4.3.2　動的計画法による路線探索
　作成した線形は地形に沿って、滑らかな曲線で結ば
れているものの土工量、費用については考慮していな
いため、この線形を基準として土工費用を最小化する
線形を探索する。動的計画法は目的関数の最小化また
は最大化を得る手法として、広く用いられている（神
崎 1973、 酒井 1983）。本研究においては、最小土工費
用路線を探索する手法として採用した。
　最小土工費用路線を探索するために、前述のスプラ

図− 4.2　林道設計対象地の陰影図（左：処理前　右：処理後）

図− 4.3　通過候補点決定過程 1) 〜 5)

図− 4.4　通過候補点決定過程 6)、7)

図− 4.5　分割点の位置

LiDARデータを用いた林道設計と作業道配置支援手法の開発
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イン補間によって作成した路線形各点の曲率半径を求
め、各極点を通過候補点とする（図− 4.6）。その点の
法線上の両側に 1 ｍ間隔で 10 ｍまで通過候補点列を
発生させる（図− 4.7）。
　次に、候補点列上の各点を組み合わせ線形を描く。
この際各区間を 10 分割した点の、地山横断面を作成
し、平均断面法により路線の土工量、法面長等を求め、
費用を算出する。なお、幅員は 4.0 ｍ、法面勾配は盛
土 1：1、切土 1：0.8、法面長が 3 ｍ以上となる場合
は擁壁 1：0.2 とした。 

　通過候補点列 L1 の端点 P1 から L2 上の各点を通過

候補点としたスプライン曲線を発生させ（図− 4.8）、
その中で最小土工費用となる組み合わせから、L3 各
点に対し作成した線形の中で最小費用となる組み合わ
せを L1P1 の路線として採用する（図− 4.9）。
　この手順を繰り返し、L1 上で最小となる候補点を
採用する。同様に各線上で通過候補点を決定し、その
通過候補点の平面座標、標高を 3 次元で補間すること
で、平面線形と縦断線形を決定する。

4.3.3　設計結果
　図− 4.10 が得られた線形である。図からも見て取
れるように、設計区間が約 200 ｍと短いものの、地形
順応型で開設された実際の林道と、平面上で通過候補
点の法線方向に最大 3m 程度しか離れておらず、ほぼ
一致している。この手法を用いて分割点より先の約
650 ｍ延長した林道を設計した結果を図− 4.11 に示
す。この路線においても平面上も法線方向に最大 10m

程度離れてはいるものの、線形はほぼ一致する。

　両者の縦断面図を図− 4.12、4.13 に示す。図− 4.12
では、0 ｍから 60 ｍの区間において実際の林道と異
なってはいるが、実際の林道と同様に尾根沿いを通過
していくと、地山の横断勾配が大きくなり、土工量の
増加を招くため、横断勾配が緩くなる方向へ路線を選
定したと考えられる。また、図− 4.13 では地形順応
型として開設された既設林道に比べても、さらに勾配
の変化が抑えられている。土工量は実際の林道線形を
用いて 0 線設計を行った林道に比べ、切土が多くなっ

図− 4.6　曲率半径の変化

図− 4.7　通過候補点列の決定

図− 4.8　L1P1 での路線選択

図− 4.9　L3 での路線選択

図− 4.10　設計結果（約 200ｍ）

図− 4.11　設計結果（約 650ｍ）

宇都宮大学演習林報告第48号　2012年３月
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ているものの、盛土とほぼ同等になり、累加土量を抑
えることに成功している（表− 4.1）。

4.4　土工量推定精度の検証
　本節では、実際に開設された林道の土工量を推定
し、自動設計プログラムによる推定値と比較検討する。
実際に開設された林道の土工量は、2003 年と 2005 年
に計測された LiDAR データの差分を用いて算出し
た。具体的には図− 4.14 の開設後に測定されたデー
タの陰影図で見て分かるとおり、LiDAR 測定により
林道の位置形状が正確に把握されていることを利用す
る。今回の対象地の林道が全切土で開設されている
ため、林道開設以前の 2003 年に計測されたデータの
DTM と 2005 年の林道開設後に計測されたデータか

ら作成された DTM の標高差が切取高になると仮定し
た。そこで、2005 年の陰影図より路線の位置を読み
取り、道路敷きは幅員 4.0 ｍ、法面を両側各 3 ｍと設
定し、路線上の DTM の差分と DTM のグリッドサイ
ズを利用して土工量を測定した（図− 4.15、4.16）。今、
DTM のグリッドサイズを d、DTM 差分を△ h とする
と全土工量 V は、

…………………………⒇

より推定される。この結果、累積土量は 13,487m3 と
推定された。
　自動設計プログラムについては、陰影図より開設さ
れた林道の通過点を求め、林道開設前（2003 年）の
LiDAR データより作成した DTM を用いて、自動設計
を行った。プログラムでは、開設された林道と条件
を等しくするため全切土で設計を行い、土工量の推
定を行った。林道の構造としては、現地の平均的な
値を用いることとし、幅員を 4.0 ｍ、切土勾配、盛土
勾配ともに 1：1 に設定した。この結果、累積土量は
14,162m3 と推定された。1 ｍグリッド DTM を用いた
プログラムによる推定値は、既設林道の実測値との誤
差が 2.67％となり、実用上十分な精度を持つことが明
らかとなっている。
　両推定値を比較すると、DTM の差分では二時期で

図− 4.12　縦断面比較（約 200ｍ）

図− 4.13　縦断面比較（約 650ｍ）

図− 4.14　2005 年の林道開設後測定

図− 4.15　DTMの差分

図− 4.16　林道付近を抽出した差分の立体図

表− 4.1　土工量の比較

LiDARデータを用いた林道設計と作業道配置支援手法の開発
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測定を行っているため、土砂の堆積や流出による路面・
路肩等の標高の変化や、同座標であっても測定時の樹
木の揺らぎ等によってレーザの反射位置が変わり、標
高が変化する場合があるなどの LiDAR データ自体の
誤差を含み、プログラムによる推定では法面の勾配が
実際の林道とは異なるなどの問題点があるが、2 つの
推定値の差は 675.79m3、すなわち 0.84m3/m と小さく、
両推定値とも真値に近いものと考えられる。

4.5　開設費用計算
　土工量の推定精度は良好であったため、次に土工費
用を算出した。第二章と同様に、切土にショベル系掘
削機、盛土にはブルド−ザ、運搬にダンプトラック
を使用し（表− 2.7 ～ 2.9）、盛土法面は筋芝工（表−
4.2）、切土法面は種子吹付け工で施工（表− 4.3）、擁
壁費用については、擁壁ごとに個別に設計し、算出す
る必要があるが、本研究では計算を簡略化するため、
平均的施工費として１m2 あたり 16,000 円（Ichihara et 

al,1996）と仮定し算出した。開設費用は表− 4.4 とな
った。費用の比較では、200 ｍの設計に比べ、650 ｍ
の設計において 1 ｍあたりの費用が高くなっている。
650 ｍの林道では、尾根、谷が連続し地形の大きく変
化する区間を通過しているため、擁壁を計画する必要
が生じ、費用に大きく影響しているが、どちらの設計
においても実際の林道に比べ費用を低減できている。

4.6　まとめ
　3 次式スプライン補間は平面上だけでなく、勾配の
変化、法面長を抑えることができ、地形順応型林道設
計に効果的であった。また、動的計画法による土工費
用最小路線の探索も可能となり、実際の林道に比べ、
開設費用を抑えた林道設計を自動的に行うことができ
るプログラムを開発することができた。
　しかし、実際の林道は耐久性の向上を考慮して、尾
根沿いに作設しており、土工費用最小化を目指す今回
の設計手法とは異なる部分もあった。基幹となる路線

の求める、耐久性が高く、維持補修費用の低減も考慮
した、林道設計を実現する必要がある。また、開設効
率・費用に影響を及ぼす、土質については考慮されて
いない。
　そこで、次章において崩壊危険地域予測と土層厚推
定を行い、路線の耐久性、開設費用を考慮した、設計
手法を開発する。

第五章　崩壊危険地域を考慮した林道設計自動化手法
の検討
5.1　目的
　前章において、３次式スプライン補間と動的計画法
による地形順応型林道設計自動化手法を検討した。こ
の手法で設計した林道は、実際に開設した林道に比べ
低コストの設計が可能となった。しかし、実際の林道
開設において重要となる、崩壊危険性や開設作業能率・
費用に影響をあたえる土質については考慮していな
い。梅田ら（2007）、Suzuki et al.（2007）は作業道路
網の実態分析を行った。斜面が 30 度未満に配置、ま
たは締固め試験と CBR 値から、急傾斜地は締固め能
力の大きな土で構成され、路盤を締固めて構成されて
いる等、危険地域や稜線上における作業道の開設条件
明らかにした。その研究において、開設条件にあった
配置を行うには、航空レーザ測量等での詳細な DTM

が必要であることを示唆している。
　また、Yoshimura (1997) は現地調査の結果から、フ
ァジイ積分による崩壊危険地の予測を行い、路線の配
置における崩壊・土砂流出による環境への影響を考慮
した路網配置を行っている。この論文では崩壊危険地
域を抽出し、それを考慮した通過候補点同士をダイク
ストラ法によって接続し路網配置を行っている。しか
し、各路線において土層厚を考慮し土工量を算出する
ことで、費用を低減するなどの具体的な路線設計は行
われていない。
　そこで五章では、LiDAR による高解像度 DTM を用
いて詳細な地形情報を把握することで、土工量・費用
を正確に算出しながら、力学的モデルである、無限斜
面安定解析式による崩壊危険度判定を行い、危険地域
回避を考慮した林道の自動設計手法を開発した。なお、
林道開設地の土質を調べるためには、簡易貫入試験器
などを使って広範囲の土質調査を行う必要があり、時
間と労力を要する。本章では、土層厚の簡易推定方法
を検討し、斜面安定解析による崩壊危険地域分布を考
慮した、林道設計自動化手法を開発した。

5.2　調査地と手法
5.2.1　調査地と使用データ
　調査対象地は船生演習林 7 林班周辺とした。使用す
る高解像度 DTM は、2006 年に船生演習林内の大天頂
沢林道周辺を測定した LiDAR データから、3 章で開
発した自動フィルタリング手法である交角法で処理を
行い、1m グリッドで作成した。土層厚の推定には簡
易貫入試験機を用いた。この試験方法は、質量 5kg の
ハンマーを 50cm の高さから自由落下させ、コーンを
10cm 貫入させるのに必要な落下回数（Nc 値）を求め

表− 4.2　筋芝工施工単価表

表− 4.4　費用比較結果
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る事によって、土層の抵抗の垂直的な変化を明らかに
する事が出来る。船生演習林における Nc 値による土
層区分は、基盤地質が新第三期層・関東ローム層に属
することから、既存の研究（逢坂 1987）を参考に Nc

値が 20 以下の土層深を土層厚とした。

5.2.2　崩壊危険度判定
　崩壊危険地域を判定する斜面安定解析は無限長斜面
安定解析式で行った。船生演習林における表層土が主
に砂質土であることから、内部摩擦角は 30°、土の粘
着力は 1,730N/m2、土の密度は 2,000 kg/m3 とし、土層
厚については演習林内 167 点において行った簡易貫入
試験の結果（五島ら 2008）より推定し、アメダス確
率降雨量計算プログラムから、フェア式により算出し
た確率雨量強度を用いて解析をし、安全率が１以下と
なる地域を危険地域とした。

…………………………�

F：安全率、c：土の粘着力 (N/m2)、h：土層厚 (m)、θ：
傾斜角 (°)、φ：土の内部摩擦角 (°)、hw：地下水位
(m)、γｓ：土の密度 (kg/m3)、γ w：水の密度 (kg/m3)

5.2.3 自動路線設計手法
　本章では、これまでに開発した 3 次式スプライン補
間と、動的計画法による地形順応型林道設計自動化手
法を用いて設計を行った。
　設計条件は、全幅員 4.0m 、盛土勾配 1：1、切土勾
配 1：0.8、に加え、計画高で横断面を検討した際に基
盤を切る場合、切岩が生じるとし、勾配 1：0.3 とした。
また、3 ｍ以上の法面長では勾配が 1：0.2 の法面擁壁
を作成する。盛土・切土法面には法面保護工として第
四章と同様の施工を行うこととした。ただし、切岩の
場合は行わない。この条件で開設費用を算出する（図
− 5.1）。

　加えて、林道の崩壊危険性を考慮し、修復費用も最
小となる林道を設計するために、動的計画法による探
索を行う際に崩壊危険地域分布を重ね合わせ、危険
地域のセル上を林道路面が通過する場合、崩壊が発生
し修復が必要になると考えた。修復費用は崩壊が起き
た場合は林道をもう一度開設すると考え、崩壊危険地
域を通過する区間の開設費用と同額の修復費用を加算
し、路線の選択を行った。この際、100 年確率雨量で
崩壊する箇所の修復費用を基準として、50 年確率雨
量の際は 100 年の 2 倍、10 年確率雨量の際は 10 倍と、
各確率雨量に重みを付けて探索を行った。

5.3　結果と考察
5.3.1　土層厚推定
　土層厚の大きさは、標高、傾斜、集水面積などの地
形要因の影響が大きいことが予想される。調査の結果、
土層厚と傾斜、集水域平均奥行きには負の相関がみら
れた（表− 5.1）。

　調査した地形に偏りがあるものの、これまで経験的
にいわれてきたものと近い結果となった。
　そこで、対象地全域において土層厚の推定を行うた
め、傾斜と集水域平均奥行きに着目し、土層厚の推定
を行った、飯田ら（1997）の手法の適応を検討した。
この方法は傾斜と集水域平均奥行きの両者の組み合わ
せによってすべての斜面を分類し、これら 2 種類の地
形要因ランクの組み合わせごとの土層厚頻度分布は、
対数正規分布に近似できるとしている。この手法を適
応するため、演習林内おいて行った簡易貫入試験の結

表− 5.1　土層厚調査結果

図− 5.1　開設条件

図− 5.2　正規分布との対応結果

図− 5.3　土層厚分布推定結果（路線設計範囲：白枠）

LiDARデータを用いた林道設計と作業道配置支援手法の開発
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果と比較した。
　図− 5.2 は傾斜 25 ～ 35°かつ集水域平均奥行き 0 ～
20 ｍの理論対数正規分布と実測値の土層厚の比較を
示し、表− 5.1 は全調査結果である。実測値との平均
二乗誤差は 152.0cm から 15.0cm となり、調査標本数
の多いクラスでは特に良好な一致が見られ、土層厚頻
度分布は対数正規分布で近似できると考えられた。そ
こで、対数正規分布から最頻値を読み取り推定土層厚
とし、演習林内の推定土層厚マップを作成した（図—
5.3）。

5.3.2　崩壊危険地域予測
　この土層厚分布を用いて演習林内の確率雨量ごとに
斜面安定解析を行い、崩壊危険地域マップを作成した

（図− 5.4）。50 年確率雨量の際には、土層厚分布を導
入すると、崩壊危険地域は演習林内 18％程度となり、
クラス分けせずに、現地調査結果（五島ら 2008）か
ら得られた傾斜ごと限界土層厚を適応した場合の 14
％からやや増加した。また、実際に 1998 年に起きた
崩壊地予測においては、土層厚分布適応なしでは 11
％予測が的中し、適応後は 16％と対数正規分布を用
いた土層厚推定法を適応することで、崩壊危険予測が
若干改善された。
　しかしながら、崩壊危険予測はまだ低いレベルにあ
るため、崩壊の因子を土層だけでなく、土の密度や崩
壊履歴、植生の影響など様々な因子を検討していく必
要がある（執印ら 2009）。加えて、地山の崩壊のみで
なく、路線開設によって引き起こされる崩壊（板谷ら
1999）についても検討することでより効果的な配置を
行えるように改善する必要がある。

5.3.3　土層厚を考慮した路線設計結果
　前章までにおいて、プログラムによる設計は、実測
値や 2 時期の LiDAR データの差による土工量推定結
果などからも、高精度であることが明らかである。そ
こで同様の手法を用いて設計を行った。実際の林道は

全切で設計されているものの、コストを抑えるために
切・盛のバランスをとった設計を行った。
　線形は土層厚を考慮した場合でもあまり変化はなか
ったが、図− 5.5 のように土の厚い部分を避けて通る
ようになった。縦断面の比較では土層厚を考慮した場
合、回避を行った部分で勾配が若干大きくなっている
が林道規程内の 14％勾配に収まっている（図− 5.6）。
横断面の比較では、土層厚を考慮した設計では土層の
薄い部分を通過しており、切土が少なくなっている（図
− 5.7）。また、切土面の大半が岩のため法面保護も少
ない施工で済んでいる。土工量の比較では、切岩の量
が多くなり、切岩を盛土に利用しないと仮定している
本研究では運搬量が増加した（表− 5.2）。しかし、総

図− 5.4　崩壊危険地域分布
（50年確率雨量での崩壊危険地：赤  1998 年に発生した崩壊地：黄）

図− 5.5　路線設計結果（右図：オレンジの範囲の拡大図）

図− 5.6　縦断面比較

図− 5.7　横断面比較

表− 5.2　土工量比較（単位：m3）

表− 5.3　開設費用比較（単位：円）
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費用の比較では、土層を考慮した場合では土工費用は
増加しているものの、法面保護費用が抑えられ、総費
用、1 ｍあたりの費用ともに低コストになった（表−
5.3）。

5.3.4　崩壊危険地域を考慮した路線設計結果
　図− 5.8 は 10 年から 100 年の確率雨量を適法した
際の結果である。開設費用のみで比較すると回避を行
わない場合のほうが低くなっている（表− 5.4）。表−
5.5 は崩壊危険地域を通過した割合である。回避を行
うと、最大の修復費用がかかる 10 年確率雨量の範囲
を通過する距離が短くなっている。土工費用は回避を
行わないほうが低いが、修復費用は回避後のほうが大
きくなる。そのため回避を考慮すると、総費用を抑え
た設計となった。
　縦断面、横断面ともに線形がほぼ同様なため、殆ど
差はなかった。確率雨量ごと修復費用を変更している
が、修復費用を同一にして探索しても、ほぼ同様の結
果となった。今回の調査地では、10 年、20 年確率雨
量での崩壊地のみを通過しているためと考えられる。
　また、林道よりも使用期間が比較的短い作業道は

低コストで開設する必要があるため、10 年、または、
20 年確率雨量と崩壊しやすい部分のみの回避を考慮
した場合は、どちらの場合も 1 ｍあたりの開設費用は
抑えられた設計となり、作業設計への適応も可能であ
ることが示唆された。
　この調査地においては、あまり差は見られなかった
ものの、崩壊が多い地域で設計を行う場合、どの確率
雨量で回避を行うか考慮する必要がある。基幹林道で
は長期的な使用（50 年）を想定して例えば 50 年以下
のものを回避、作業道では中期的な使用（20 年）を
想定して例えば 20 年以下を回避するなどの設定を行
い、使用目的を考慮した上での、適正な費用を検討し
ていく必要がある。本章では、修復費用がかかる崩壊
危険地域を回避した設計をおこなった。単純な方法で
危険度の重みをつけ、開設費用を抑える設計ができた。
しかし、崩壊の範囲や種類は様々であるため、崩壊危
険性を費用として評価するのでなく、指標として用い
る方がより適切であるかもしれない。また、コストの
計算方法も崩壊危険地域に擁壁を設計することなども
考える必要がある。

5.4　まとめ
　本章の結果から、地形と集水域平均奥行きからの土
層厚を推定する手法が林道設計に利用可能であること
がわかった。土層厚分布を適応し、路線探索を行うこ
とで、開設費用を低く抑える路線が設計可能となった。
また、土層厚を崩壊危険地の予測に適応することで、
修復費用を見込んだ、低コスト林道を自動的に設計す
る手法を開発した。
　今後の検討課題としては、まず土質の予測方法があ
る。今回は砂質土と軟岩に区分し、土工費用を算出し
たが、実際の開設時ではブレーカーを必要とする硬
岩によって費用が増加することが考えられる。広域で
地質を予測することは難しいが、リモートセンシング
によって地質の予測を行う手法も研究されており（丸
山 2002）、適応性を検討する必要がある。次の課題は
崩壊予測についてである。崩壊予測に用いた、無限長
斜面安定解析式は一定以上の範囲の崩壊を求めるもの
である。しかし、林道開設にともなう崩壊は、比較的
小さな範囲での予測が必要となる。そこで、高解像度
DTM を活用し、熟練の技術者が実際の林道開設現場
において考慮している要素を組み込んで行く方法を検
討したい。最後に、修復費用については、崩壊したら
同様の道を修復するとしたが、崩壊危険地域に擁壁等
の構造物を設計した費用と比較を行った上で、路線探
索を行う必要がある。

第六章　LiDAR データを活用した作業道配置手法の
検討
6.1　目的
　前章までにおいて、LiDAR データに基づく高解像
度 DTM を活用して、路線設計の自動化手法の開発を
行ってきた。この手法により、一つ一つの路線ごとの
開設費用を抑えた自動設計が可能となったが、実際に
各林分で施業を行う際には、到達する林道だけでなく、

図− 5.8　崩壊危険地域を考慮した設計結果
（未考慮の設計：青線　考慮した設計：緑線）

表− 5.4　費用比較（単位：円）

表− 5.5　危険地域通過割合（単位：ｍ）
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作業道の配置も重要となる。これらの配置を検討する
には、林分条件、作業システム、路網密度等の様々な
条件を考慮しなければならず、経験の少ない作業者に
とっては困難な作業であり、経験豊富な作業者にとっ
ても大きな負担となるため、具体的な計画案を簡易に
把握可能な配置支援手法の開発が必要とされている。
そこで、本章では LiDAR データを活用し、現況の詳
細な情報をもとに、作業を考慮した配置計画を提案可
能な、配置手法の開発を行った。

6.2　調査地の概要
　調査地は前章までと同様、LiDAR 計測されている
船生演習林内の 7、8 林班とした。7 林班では、基幹
となる大天頂沢林道が縦断しているものの、作業道は
開設されていないため、今後施業に応じて作業道配置
を検討する必要がある。また、8 林班は平成 22 年度
から 10 年間の船生演習林第 7 次編成経営計画（宇都
宮大学農学部附属演習林 2010）において、施業対象
とされており路網配置計画を必要としている。

6.3　施業対象林分決定手法
　路網配置を行う際には、施業対象の林分を決定し、
既設路網から対象林分が施業可能な点まで路網を配置
する必要がある。しかし、施業対象林分を決定する大
きな指標となる森林簿や森林基本図は、調査が行き届
かないこともあり現状と乖離していることも多い（露
木 1998）。そのため施業計画を立案する際に、実際に
は間伐が必要な林分であっても、実態が把握できず施
業の対象とされないこともあり、間伐遅れ林分が増加
する、ひとつの原因となっている。
　本章では、広範囲の 3 次元情報の得られる LiDAR

データの特性を活かし、林班内の間伐が必要な小班を
抽出し、施業対象とする方法を検討した。前章まで主
に用いていたデータは LiDAR 計測の中でも Last pulse

をフィルタリングし作成した、地形情報である DTM

であるが、地物にあたって最初に反射する First pulse

が示す表層モデルである DSM を活用することで、単
木の位置、樹冠、樹高等が把握可能である。
　そこで、松英ら（2010）の提案する、樹木の込み具
合の指標である相対幹距比を用いた、要間伐林分指数
を適応し、作業対象林分の抽出を行った。
　相対幹距 Sr（％）は、林分密度の尺度で、林分の
平均樹幹距離 ( 平均幹距 )(m) と林分の上層木の平均
樹高 H(m) との比で表わされる。

…………………………�

M: 林分面積（m2）、N: 林分立木本数（本 /m2）
　算出方法は以下の手順で、まず各グリッドで
LiDAR データから上層木平均樹高と立木本数を算出
する。上層木平均樹高と立木本数の算出には LiDAR 

データから作成した DTM と DSM 差から樹冠モデル
である DCHM （Digital Canopie Hight Model）を 0.5 ｍ
グリッドで作成し、局所最大値フィルタ法によって単
木の梢端を抽出して立木位置、立木本数を決定し（松
英ら 2010、伊藤ら 2009）、各立木に DCHM 値を樹高

として与え、上層木平均樹高を算出した。これらの値
を用いて任意のグリッドサイズごとの要間伐林分指数
を算出する。なお、本研究ではグリッドサイズは 10m

とした。また、西沢（1972）によると、要間伐林分抽
出指数の基となる、相対幹距の値と間伐の関係につい
て、国有林のスギの収穫表調整に用いられた林分では、
資料の分析の結果、強度間伐で 21％、中度間伐で 17％、
弱度間伐で 13％、無間伐で 10％程度と明らとされて
いる。そこで、相対幹距 Sr の値が 10％以上 13％未満、
13% 以上 17％未満、17％以上 21％未満、21％以上の
4 段階にクラス分けし、間伐が必要な順に 1，2，3，4
の指数とした。これらの値より、小班の平均間伐必要
度が 3 以下かつ、樹種構成がスギ・ヒノキ林分である
小班を作業対象地として決定した。
　抽出結果は図− 6.1 となり、7 林班では、4 小班、
9.1ha、8 林班では 8 小班、11.4ha を作業対象地として
決定し、路網配置を行った（図− 6.2）。

6.4　路網配置手法
　前章までに検討してきた、路線設計手法では林道、
もしくはそれに準ずる高規格な作業道を対象としてい
た。本章ではそれらの基幹となる路線から、抽出した
土場まで到達する作業道路網配置を行う。これまでに
も道の区分として、規定に沿って開設される林道、運
材トラック等が通行可能で規定外のものを作業道、さ

図− 6.2　作業対象小班（左：７林班　右：8林班）

図− 6.1　間伐必要度分布
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らに低規格でトラック等が進入不可能なものを作業路
とされていた（酒井 2004）。近年では、森林林業再生
プラン推進本部内に設置されている、路網・作業シス
テム検討委員会では、路網の区分として、従来の規定
に沿った規格で開設される林道に加え、規定からは外
れるもののトラック等の通常の車両が通行可能な林業
専用道、フォワーダ等の林業機械の走行を想定した森
林作業道の組み合わせを、今後の路網整備の方針とし
ていくこと提案している。
　そこで、4t トラックが通行可能で運材効率の高い作
業道を基幹作業道、フォワーダで集材土場まで到達す
る作業道を支線作業道と定義し、これらを組み合わせ
て配置する手法を検討した。また、基幹作業道は最大
勾配 20％、全幅員 4.0m、支線作業道は最大勾配 40％、
全幅員 3.0m と設定した。

6.4.1　集材線配置
　路網配置を行う際には、各路線の到達点をまず決定
する必要がある。到達点に関しては、小班の重心（酒
井 1982）や、路線同士の接続点（Yoshimura1997）を
目標とする手法などが研究されている。これらの手法
では、広範囲における路網配置において平均集材距離
が短縮することを重視しているため、集材範囲を平面
上で検討しており、すべての範囲で実際に集材可能に
なるとは限らない。
　また、架線集材と路網の研究として大川畑（1988）
が従来型架線と林道路網について、田坂ら（2000）が
ニューラルネットワークを用いてタワーヤーダの架線
の適正配置を検討しているが、路線配置の手法を提示
するには至っていない。
　本研究においては、詳細な地形情報から集材線の設
置が可能である点を抽出し、それらを接続する手法を
検討する。集材システムは、車両系と架線系に大別さ
れるが、近年では車両系は、200m/ha ほどの高密度路
網を開設し、路線上からウィンチによる集材を行うシ
ステムや、架線系はベースマシンを転用でき、簡易に
架線を架設可能なスイングヤーダを用いた、集材シス
テムが注目されている（林野庁 2010）。しかし、高密
度路網の開設は急傾斜地では困難であり、安易な開設
は崩壊の要因にもなる。また、スイングヤーダによる
集材は主索を用いない簡易架線集材のため、集材距離
は 70~80m 程度で行われており、現状の間伐作業のみ
であれば対応可能なものの、今後の主伐等で大径材の
集材には適さない。そこで、急傾斜地で行う架線と路
網を組み合わせた集材システムである、チェーンソー
伐倒・タワーヤーダ集材・プロセッサ造材を想定する。
タワーヤーダによる架線集材では、機械の規模による
ものの、小型タワーヤーダで 200m、中型では 600m

程度の架線集材が可能である。調査地の船生演習林に
おいても、伐出を行う際はタワーヤーダによる架線集
材が一般的に行われており、この集材システムを選択
した。
　架線集材では、作業の安全性、集材の容易さを考慮
し、地形の最急傾斜方向に沿って、架線を設置する。
つまり、周囲の地形の最傾斜方向の集合である、流水

線を集材線とする場合が多い。そこで、以下の手順で
集材線を決定した。
1) GRASS　GIS　6.3 の flow line 機能で 5m メッシュ

の DTM を用いて、流水線を発生させ、集材線の
配置候補とする（図− 6.3）

2) 細かな流水線を除去するため、作業対象小班内か
つ線長が 50m 以上ある、流水線のみを抽出する

3) 抽出した流水線の両端を結び候補線を配置する
4) 候補線から、最大横取り距離 20m を想定したバッ

ファを発生させ集材範囲が 50% 以上重なる線を削
除する

5) 流水線は集水範囲の集まる沢に発生するため、集
材線が尾根沿いまで到達しないので、作業対象小
班を超えない範囲で上部の点を尾根に向かって延
長し、集材線を決定する。（図− 6.4）

6) 抽出した集材線の標高の高い側にある点を上荷土
場、低い点を下荷土場とし、これらを接続する路
網配置を行う。

6.4.2　基幹作業道配置
　基幹作業道はトラックによる運材を行うため、運搬
効率が高いものの、比較的高規格な設定であるため開
設単価は高くなる。そのため、土場同士を接続する必

図− 6.3　流水線結果（8林班）

図− 6.4　集材線配置結果（8林班）
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要があるものの、開設距離はなるべく抑える必要があ
る。そこで、各点間をすべて接続し、それらの経路の
中ですべての点を通過する最短の経路である、シュタ
イナー木（経路）を利用する手法を検討した。シュタ
イナー木は、各枝に重みを与えた、完全結合グラフか
ら、全ノードを接続し、重みの総和が最小となるよう
な組み合わせを求める問題である、最少木問題の解決
手法の一つである。この手法は、GIS 上で容易に実行
すること可能で、道路ネットワーク、通信ネットワー
クや、送電施設の適正位置問題等に広く応用されてお
り、Clark et al.(2000) 、Stuckelberger et al. (2004) な ど
もグラフ理論ともに、路網のネットワーク問題を解決
する手法として用いており、本研究においても適応可
能であると考えた。
　基幹作業道配置手法は以下の手順で行う、まず各集
材土場をノードとし、すべてのノードを接続するドロ
ネー網を作成する（図− 6.5）。
　このドロネー網からシュタイナー木を選択すると、
集材土場同士がすべて基幹作業道で結ばれ、トラック
で高効率な運材が可能であれば理想的であるが、実際
には各点間の地形形状が影響し、制限勾配内で接続が
不可能であったり、大きな迂回が発生し開設コストの
増大を招く。また、土場のみをノードとしたドロネー

網では通過候補点が少なく、各ノード間の中間を通る
ようなルートは選択できない。そこで次に、ドロネー
網の補完的関係である、ボロノイ分割を利用し各ノー
ド間を分割する。ボロノイ分割とドロネー網の交点を
ノードとすることで、通過候補点はほぼ 2 倍となり土
場同士の中間も候補とすることができる。ただし、す
べての交点をノードとすると点数が増大し過ぎるた
め、隣接する点間を接続する線上にある点のみを候補
点とし、既設路網と接続を可能とするため、既設路網
到達点も候補点として加えた（図− 6.6）。
　この候補点をノードとした、ドロネー網を作成する。
この段階では点間の勾配は考慮されていないため、す
べての点間を接続しているが、基幹作業道の規格で路
線探索する際に、大きな迂回が発生しないように、点
間の勾配が 30％以上のものを除外し、再びドロネー
網を作成した。このドロネー網から、最少連結木であ
るシュタイナー木を作成し、基幹作業道の候補線とす
る（図− 6.7）。候補線において、路線設計手法を適応
し最少開設費用路線を設計するため、接続したノード
間を Dijkstra 法（Dijkstra1959）で制限勾配かつ、開設
土量を最小化する路線の探索を行った（図− 6.8）。
　配置結果のセルを 20 ｍごとに抽出し、通過候補点
として、路線設計手法を適応した結果は図− 6.9 とな

図− 6.5　土場（下荷）のみを接続したドロネー網（8林班）

図− 6.6　ドロネー網とボロノイ分割の交点抽出結果（8林班）

図− 6.7　シュタイナー木検索結果（8林班）

図− 6.8　Dijkstra 法による路線探索結果（8林班）
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り、なめらかな線形で設計することができた。

6.4.3　支線作業道配置
　基幹作業道のみでは、すべての集材土場に接続でき
ていないため、基幹作業道が通過してない土場から、
支線作業道の規格を制限とした、Dijkstra 法で基幹作
業道まで路線探索を行い、支線作業道候補線とした。
この線を基幹作業道配置と同様の手順で、路線設計を
行い支線作業道の配置とした（図− 6.10）。

6.4.4　費用計算
　配置結果から、施業費用を推定するため各作業費用
を算出する。集材費用は直接集材費（Ycy）、タワーヤ
ーダの架設撤去費（Ycs）、消耗品費（Yco）の合計とし、
船生演習林の調査結果から、図−6.11の式を適応した。
最大集材距離は集材線の長さとし、集材材積は集材線
より最大横取距離 20 ｍのバッファ領域を作成、この

範囲内にある立木本数に各林分の単木材積を乗じたも
のに、間伐率 30％を乗じて算出した。

…………………………�

…………………………�

…………………………�

…………………………�

Ycy：直接集材費（円 /m3）、Tc：平均サイクルタイム（秒
/ 回）、muc：機械経費（円 /h）
luc：労務経費（円 /h）、pv：一回あたりの積載量（m3/

回）、Ly：最大集材距離（m）
vcl：平均搬器走行速度（m/s）、ly：平均横取り距離（m）、
vy：平均横取り速度（m/s）
sdt：荷掛・荷卸時間（秒 / 回）、Ycs：架設撤去費（円
/m3）、Sw：架設撤去時間（h）
V：単位面積あたり出材量（m3/m2）、vw：歩行速度（km/

h）、sw：歩行時間を除く架設撤去時間（h）
　これらの計算に用いる因子は表− 6.1 に示す。消耗
品費は既報の値（全国林業改良普及協会 2001）を参
考に 86 円 /m3 とした
　運材費用は集材土場から、支線作業道上をフォワー
ダで運搬し、基幹作業道上では 4t トラックで運搬す
る想定で、澤口（1996）を参考に決定した。
　フォワーダ　　　　　　　　　　　　……………�
　トラック　　　　　　　　　　　　………………�
Vc: 運材費用（円 /m3）、V: 運材量（m3）、Lt: 運材距離（ｍ）
　開設費用は前章までと同様の方法で、路線設計手法
で求めた、土工費用を用いて算出している。ただし、
崩壊危険度は考慮していない。
　近隣の森林組合の調査結果（仲畑ら 2010）からチ
ェーンソー伐倒費用は 892 円 /m3、プロセッサによる
造材費用は 1,011 円 /m3 とした。
　路線開設費用計算の結果は表− 6.2 となり、作業道
作設費用を含めた場合 20,343 円 /m3、作業道作設費用
を除いた場合 10,241 円 /m3 と妥当な数字となった。8
林班では基幹作業道が、下荷土場を接続したほうが、
上荷土場を接続した場合よりも総費用が安くなった。
これは基幹作業道が沢沿いに配置されたため、上げ荷

図− 6.9　基幹作業道設計結果（8林班）

図− 6.10　配置結果（8林班）

図− 6.11　集材費の推移（V＝ 245.5m3/ha）

表− 6.1　集材費用計算因子

表− 6.2　路網開設費用結果（8林班）
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土場に到達するまでの支線作業道の開設延長が長くな
り、開設費用が大きくなっていることが、原因と考え
られる。また、作業費用を合計した結果（表− 6.3）
も下荷集材が低コストとなった。集材範囲と施業対
象面積の割合である開発率を見てみると 57％ほどで、
低い割合となっている（表− 6.4, 図− 6.12）。
　7 林班においては、下げ荷・上げ荷ともに配置結果
は異なるものの、開設距離はほぼ同様となり、費用は
大きく変わらない結果となった（表− 6.5,6.6）。開発
率は 81% となり、集材線が効率よく配置された（表
-6.7，図− 6.13）。
　8 林班では開発率が低くなったが、これは流水線か
ら発生する基本的な集材線のみを想定した結果であ

る。実際の集材作業では、土場の接近した点では、タ
ワーヤーダを据え置き、集材線を放射状にかけ替えな
がら集材するため、計算結果よりも開発率は大きくな
ると考えられる。また、今回は上荷・下荷土場同士の
みの接続であるため、集材線と重なった支線作業道が
配置されている部分があるが、土場の組み合わせを探
索しながら、最適な配置を検討していく必要がある。

6.5　まとめ
　LiDAR データに基づく高解像度 DTM・DSM を用
いて、集材作業を考慮した路網配置計画手法を開発し
た。これまでの配置手法に比べ、高解像度情報による
詳細な現況を用いることで、施業対象小班を抽出しな
がら、実際の作業を想定した配置計画案を提案可能と
なった。今後の課題としては、今回の集材方法はタワ
ーヤーダを想定しているが、スイングヤーダを用いた
システムや、高密路網で路線上から、ロングリーチハ
ーベスタやグラップルローダを用いた集材システムに
対応可能にする必要がある。また、これと併せて土場
の組み合わせを考慮しながら、より現場での作業に生
かせる形での配置を行えるように改善する必要があ
る。

第７章　総括
　 本 研 究 で は、LiDAR デ ー タ に 基 づ く 高 解 像 度
DTM・DSM を利用し、開設費用最小となる路線設計
自動化と、作業対象林分内における路網配置手法を開
発し、コンピュータ上で基幹道から支線作業道までの
配置計画支援が可能となった。以下研究を総括する。
　第二章において路線開設前後に計測した、LiDAR

データから作成した 1m グリッドの DTM を利用し、
路線開設時の土工量推定を行った。実測値との比較
において、従来用いられていた 10 ｍグリッドの DTM

に比べ、高精度で土工量を把握することが可能で、代
替路線検討に利用可能なことが明らかとなった。
　第三章では、LiDAR データから地形情報を利用す
る際の問題点である、地形以外のノイズを取り除く手
法について検討した。LiDAR はレーザの反射を利用
するため、3 次元形状を測定する際に、枝葉や植生等
の地物によって遮られ、未処理の状態では地形形状の
みを表してはいない。そこで、様々なフィルタリング

表− 6.3　伐出費用結果（8林班）

表− 6.4　開発率結果（8林班）

表− 6.5　路網開設費用結果（7林班）

表− 6.6　伐出費用結果（7林班）

表− 6.7　開発率結果（7林班）

図− 6.12　8林班集材範囲

図− 6.13　7林班集材範囲
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手法が開発されてきたが、地物が多く、地形形状が複
雑な山岳林において有効な手法がないため、独自のフ
ィルタリング手法である交角法を開発した。交角法で
の自動処理の結果は、自動 + 手動フィルタリングを
行い、メーカが作成した DTM とほぼ同等の精度とな
り、路肩や尾根などの再現性を高めることが可能とな
った。
　第四章では、任意の始終点間における、開設費用を
最小化する路線設計手法を検討した。第二章で検討し
た、路線設計法は路線の通過候補点を任意で入力して
いたが、3 次式スプラインと動的計画法を用いて、2
点間の開設費用が最小となる路線の探索手法を開発し
た。この手法は、平面線形でなく、勾配の変化，法面
長を抑えることができ，地形順応型林道設計に効果的
であった。また，土工費用最小路線の探索も可能とな
り，実際の林道に比べ，開設費用を抑えた林道設計を
自動的に行うことができるプログラムを開発すること
ができた。
　第五章では、実際の開設時に大きく影響を与える、
路線の崩壊危険性と、開設区間の土層厚について検討
した。崩壊危険性については、力学的評価手法である、
無限長斜面安定解析式に 10 年ごとの確率雨量を与え、
崩壊危険度分布を把握した。土層厚を広域に調査する
のは困難なことから、地形傾斜と集水域平均奥行きで
クラス分けを行う手法の適応性を検討したところ、現
地調査の結果をほぼ再現しており、この手法を用いて
土層厚推定が可能であった。斜面安定解析は因子とし
て用いられていない、植生等の影響も大きいと考えら
れるが、この結果を利用して、路線の修復費用と、切
岩を考慮に入れた路線設計が可能となった。
　第六章において、これまで検討してきた路線設計手
法は各路線の適正化であったが、施業計画においては、
効率的な路網の配置も必要となる。そこで、LiDAR

による高解像度情報を利用し、集材作業を考慮した路
網配置計画手法を検討した。LiDAR データの DSM か
ら、間伐対象林分を把握し作業対象小班の決定、地形
情報から集材線の決定、土場位置を結ぶ、ドロネー
網とシュタイナー木を利用した基幹作業道配置、各土
場を接続する支線作業道配置の順で処理を行う手法を
開発した。接続した各作業道において、これまで開発
した路線設計を適応し路線開設費用の最小化を行い、
DSM より立木の情報を把握し、集運材費用を算出す
ることで、これまでに比べより具体的な配置計画案を
提案可能となった。
　本研究における手法を利用することで小班規模での
路網配置が可能となるが、設計・配置結果をほぼ費用
によって評価を行っている。そのため、単価が変わる
ことによって線形・配置に影響を与えると考えられる。
土工量・土質・安全性・作業条件等の評価指標も、施
業体系や経営状況によって優先順位が異なってくる。
今後は、各指標を費用によってまとめるのではなく、
配置計画における優先事項を考慮した上で、より効果
的な配置案を提案できるようにしたい。
　また、LiDAR データの入手はまだ困難であるが、
現在、都市部においては LiDAR をベースとした DTM

の提供が始まっている。さらに、各測量メーカが一度
撮影した範囲をアーカイブとして安価に提供し始めて
おり、今後より普及が進むと考えられる。そのような
状況の中で本研究では、LiDAR データを用い高解像
度情報を把握することで、施業計画立案に必要な、基
幹道設計、集材システムの検討、細部路網配置を行う
ことができた。また、従来に比べ高い地形再現性であ
るため、作業費用がより正確に把握可能となり、作業
現場において利用可能なレベルでの配置計画を提示す
ることできた。これによって、多くの労力・経験が必
要となる、配置計画の支援が可能なったと考えられる。
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LiDAR データを用いた林道設計と作業道配置支援手
法の開発

斎藤仁志
和文要約

　本研究は、森林管理、木材生産活動には必要不可欠
である林内路網整備を効率的に行うため、これまでの
数値地形図では地形の再現性が低く実用化が困難であ
った、コンピュータ上での林道設計・作業道配置支
援手法を、森林域の詳細な地形を把握可能な航空機
LiDAR データを用いて、開設コスト、崩壊危険度等
を考慮して開発した。
　林道設計では、通常の道路設計と異なり開設コスト
の制約が大きく、開設コストを低く抑えるための工夫

として、構造物を少なくするための路線開設位置、土
工量を最小化する線形の採用などの手法が必要にな
る。このため、適切な設計を行う際には、詳細な地形
情報が不可欠となる。そのために、第二章では従来使
用されてきた DTM に比べ、詳細な地形形状を把握で
きるとされている、LiDAR データを林道設計に適応
した際の有効性について検討した。LiDAR 計測によ
って作成された DTM と従来から用いられている地形
図から作成した DTM で、林道開設時における土工量
を推定し、代替路線の設計手法の検討を行った。結果
は、LiDAR データに基づく DTM を利用することで、
2.67％の誤差で土工量が推定でき、代替路線の検討も
簡易に可能となった。しかし、森林内においてレーザ
計測の誤差が生じていることが明らかとなり、効果的
な地形推定手法の検討が必要となった。
　第三章では、LiDAR データの地表面推定手法につ
いて検討した。これまでのフィルタリング手法は主に
都市部を対象としており、森林域に適応すると小規模
な尾根や沢、路肩等の微地形の再現性に問題がある
ため、新たなフィルタリング手法である交角法の開発
を行い、地形の再現性の向上を図った。交角法での自
動処理の結果は、自動 + 手動フィルタリングを行い、
メーカが作成した DTM とほぼ同等の精度となり、路
肩や尾根などの再現性を高めることが可能となった。
　作成した高精度地形情報を活用し第四章では、3 次
式スプラインとダイナミック・プログラミングを用い、
林道開設費用を抑えた自動設計手法の検討を行った。
林道の線形は地形に順応しながら、開設費用を抑える
ためには、路線全体での土工量のバランスをとること
が望ましい。そこで、任意に設定した始点から終点間
において、自動的に通過候補点を決定し 3 次式スプラ
インで点間を補間しながら、最小の開設費用となる線
形を選択する方法を開発した。この手法は、平面線形
だけでなく、勾配の変化，法面長を抑えることができ，
地形順応型林道設計に効果的であった。また，土工費
用最小路線の探索も可能となり，実際の林道に比べ，
開設費用を抑えた林道設計を自動的に行うことができ
るプログラムを開発することができた。
　第五章では、実際の開設時に大きく影響を与える、
路線の崩壊危険性と、開設区間の土層厚について検討
した。崩壊危険性については、力学的評価手法である、
無限長斜面安定解析式に 10 年ごとの確率雨量を与え、
崩壊危険度分布を把握した。土層厚を広域に調査する
のは困難なことから、地形傾斜と集水域平均奥行きで
クラス分けを行う手法の適応性を検討したところ、現
地調査の結果をほぼ再現しており、この手法を用いて
土層厚推定が可能であった。この結果から、路線の修
復費用と、切岩を考慮に入れた路線設計が可能となっ
た。
　ここまでの章では、林道もしくは基幹作業道の設計
を主に検討していた。効率的な基盤路網整備を行う際
には，基幹道から伸びる，支線作業道の配置も重要と
なる。そこで第六章では、効率的な路網配置を行うた
めに、LiDAR による高解像度情報を利用し、集材作
業を考慮した路網配置計画手法を検討した。作業道の
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配置は林況や集材システムに即して，開設順位，路網
密度等を決定する必要があるが，林況が記載されてい
る森林簿は，現状から乖離している場合も多く見られ，
配置計画検討の際にあまり有効ではない。
　そこで、LiDAR データの DSM から、間伐対象林分
を把握し作業対象小班の決定、地形情報から集材線の
決定、土場位置を結ぶ、ドロネー網とシュタイナー木
を利用した基幹作業道配置、各土場を接続する支線作
業道配置の順で処理を行う手法を開発した。接続した
各作業道において、これまで開発した路線設計を適応
し路線開設費用の最小化を行い、DSM より立木の情
報を把握し、集運材費用を算出することで、これまで
に比べより具体的な配置計画案を提案可能となった。
　以上のことから、LiDAR データを用い高解像度情
報を把握することで、施業計画立案に必要な、基幹道
設計、集材システムの検討、細部路網配置を行うこと
ができた。また、従来に比べ高い地形再現性であるた
め、作業費用がより正確に把握可能となり、作業現場
において利用可能なレベルでの配置計画を提示するこ
とできた。これによって、多くの労力・経験が必要と
なる、配置計画の支援が可能になったと考えられる。

Development of forest road design and strip road networks 

arrangement support techniques using LiDAR data

Masashi Saito

Summary

　This study developed the forest road design and strip 

road networks arrangement support techniques on a 

computer in order to efficiently establish forest road 

networks which were indispensable to forestry management 

and wood production. This method has been developed 

using the LiDAR data which represented the details of 

topography even on the forested areas. This method has 

also been developed considering establishment costs as well 

as collapse risk areas.

　Since establishment cost constraints of the forest road 

design were severer than those of the normal road design, 

it was necessary to minimize the amount of earthwork 

volumes and to reduce the number of structures. Detailed 

topographic information was essential for appropriate forest 

road design. The second chapter examined the effectiveness 

of the LiDAR data adapted to the forest road design. The 

LiDAR data can represent a more detailed topography than 

the existing DTM. Alternative route design methodology 

was examined while estimating the earthwork volumes of 

the forest road design with DTM generated from the LiDAR 

data and the existing topographic maps. The error of 

earthwork volumes with DTM generated from the LiDAR 

data was 2.67% compared with those of actual forest roads. 

Alternative routes could be easily examined with this 

methodology. However, larger error in the forested areas 

was discovered. Therefore, it was necessary to examine 

the effective filtering method which extracted topographic 

information from the LiDAR data in the forested areas.

　The third chapter examined the filtering method of 

the LiDAR data. Existing filtering methods have been 

developed for urban areas mainly. There were problems 

on the reproducibility of the terrain when adapting these 

filtering methods to the forested areas. Therefore, the new 

filtering method, namely “the intersection angle method” 
has been developed to improve the reproducibility of the 

terrain in the forested areas. As a result, DTM made with 

the intersection angle method had almost equal accuracy 

of DTM created by a manufacturer with automatic and 

manual filtering methods and reproducibility of terrains 

such as ridges and valleys or shoulders of forest roads in 

the forested areas was improved.

　The fourth chapter examined the automated design 

method using a dynamic programming and cubic spline 

in order to reduce the forest road establishment costs with 

high resolution DTM made in the third chapter. In order to 

reduce establishment costs, it was desirable to balance the 

earthwork volumes for the entire route while adapting to the 

terrain. This method could find the route with the minimum 

establishment costs between given two points while 

determining the candidate points to pass automatically 

with a cubic spline interpolation and optimizing not only 

horizontal alignments but also vertical alignments with 

a dynamic programming. This method could reduce 

establishment costs compared with actual forest roads.

　The fifth chapter examined the collapse risks of forest 

roads and the soil depth of the establishment section. In 

order to develop a shallow landslide risk map, a slope 

stability analysis was carried out using the infinite 

slope stability analysis formula. The soil depth was 

surveyed using simple penetration tests and the frequency 

distributions of the soil depth were estimated as logarithmic 

normal distributions. A soil depth map was made using the 

mode values of the lognormal distributions. Then, shallow 

landslide risk maps were also made by a slope stability 

analysis using these soil depth distributions. Finally, an 

automatic forest road design technique was developed 

with a highly accurate digital terrain model and shallow 

landslide risk map using cubic spline interpolation and 

dynamic programming. The program could minimize the 

earthwork costs while avoiding shallow landslide risk areas.

　The previous chapters mainly examined the forest road 

design. In order to efficiently establish forest road networks, 

it was important to examine the arrangement of strip road 

networks extending from forest road networks. The forest 

road density, the forest road network arrangement, and the 

order of establishment should be determined based on the 

forest conditions and yarding system. However, the existing 

forest registration was not useful because described forest 

conditions have deviated from the actual forest conditions.

　The sixth chapter developed the program to establish 

forest road networks while estimating forest conditions 

using LiDAR data. The program established forest road 

networks using graph theorem which guaranteed a unique 

solution while estimating forest road establishment costs 
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and yarding operation costs. Yarding operations were 

assumed to be conducted along stream flow lines. Forest 

road networks for transportation were established with 

Delaunay triangulation and Voronoi diagram. Then, strip 

road networks for forwarding by a forwarder with 4 ton 

loading capacity were established so as to connect from 

forest road networks to landings. This program could help 

forest operation planners establish forest road networks as 

well as forestry operation system considering economic 

balances.

　This study developed the filtering method to extract a 

high-resolution DTM from the LiDAR data and techniques 

to examine forest road design, yarding system, and forest 

road networks arrangement for forestry operation plans. 

These techniques could establish forestry operation plans 

available in forestry operation sites due to their accuracy.
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